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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第77期 第78期 第79期 第80期 第81期

決算年月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月 平成21年２月

（1）連結経営指標等      

売上高（百万円） 356,697 357,974 368,738 370,813 370,711

経常利益（百万円） 4,322 6,413 6,688 5,551 4,189

当期純利益（百万円） 1,839 1,424 2,237 2,010 965

純資産額（百万円） 104,503 105,883 106,476 106,270 103,632

総資産額（百万円） 262,430 257,180 264,347 262,661 257,185

１株当たり純資産額（円） 1,223.11 1,225.69 1,224.86 1,246.47 1,282.67

１株当たり当期純利益金額

（円）
21.21 16.11 25.83 23.16 11.50

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
21.06 16.01 25.77 23.15 －

自己資本比率（％） 39.8 41.2 40.2 40.4 40.2

自己資本利益率（％） 1.8 1.4 2.1 1.9 0.9

株価収益率（倍） 34.3 59.5 35.1 21.9 42.5

営業活動による

キャッシュ・フロー(百万円)
4,653 11,652 13,325 8,983 13,878

投資活動による

キャッシュ・フロー(百万円)
△5,570 △6,343 △14,709 △5,546 △2,721

財務活動による

キャッシュ・フロー(百万円)
△3,595 △5,441 441 △3,107 △10,049

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円）
7,098 6,966 6,581 6,911 8,490

従業員数

[外、平均臨時雇用者数](人)

3,759

[9,538]

3,754

[9,899]

3,770

[10,186]

3,835

[10,349]

3,948

[10,808]
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回次 第77期 第78期 第79期 第80期 第81期

決算年月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月 平成21年２月

（2）提出会社の経営指標等      

売上高（百万円） 318,055 320,669 328,936 329,505 326,933

経常利益（百万円） 2,976 4,246 4,012 2,990 2,174

当期純利益（百万円） 1,536 105 793 1,739 338

資本金（百万円）

（発行済株式総数）（千株）

39,066

(87,291)

39,066

(87,291)

39,066

(87,291)

39,066

(87,291)

39,066

(85,291)

純資産額（百万円） 101,549 101,676 100,705 100,247 96,996

総資産額（百万円） 235,413 228,206 231,622 230,214 224,500

１株当たり純資産額（円） 1,188.92 1,176.50 1,161.39 1,178.88 1,203.43

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間配当額)

（円）

12.00

(6.00)

12.00

(6.00)

12.00

(6.00)

12.00

(6.00)

12.00

(6.00)

１株当たり当期純利益金額

（円）
18.06 1.22 9.16 20.04 4.04

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額

（円）

17.93 1.21 9.14 20.03 －

自己資本比率（％） 43.1 44.6 43.5 43.5 43.2

自己資本利益率（％） 1.5 0.1 0.8 1.7 0.3

株価収益率（倍） 40.3 786.1 99.0 25.3 121.2

配当性向（％） 66.6 982.0 131.0 59.9 297.3

従業員数

[外、平均臨時雇用者数](人)

2,376

[6,095]

2,359

[6,107]

2,406

[6,544]

2,455

[6,488]

2,353

[5,725]

　（注）１．連結売上高及び売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第79期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。
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２【沿革】

　当社（旧商号株式会社いづみや商店…設立年月・昭和24年12月）は昭和45年９月実質上の存続会社であるいづみや

株式会社の株式額面金額を50円に変更するため、同社を吸収合併し同時に商号をいづみや株式会社（現在のイズミヤ

株式会社）に変更しました。従って、形式上の存続会社である株式会社いづみや商店は実質上の存続のない会社であ

りますので、実質上の存続会社であるイズミヤ株式会社及びその関係会社の沿革について記述すれば下記のとおりで

あります。

大正10年５月 故初代社長和田源三郎が大阪市において呉服の販売を営業目的として創業。

昭和27年４月 法人組織に改組し、衣料品の販売を主としていづみや株式会社を設立。

昭和43年７月 郊外型ショッピングセンターとして百舌鳥店を開設。

昭和45年９月 株式会社いづみや商店と合併、商号をいづみや株式会社に変更。

昭和48年９月 大阪証券取引所市場第二部に上場。

昭和49年４月 日泉総合管理㈱を設立。

昭和49年７月 大阪証券取引所市場第一部に指定。

昭和53年９月 東京証券取引所市場第一部に上場。

昭和54年９月 商号をいづみや株式会社よりイズミヤ株式会社に変更。

昭和60年９月 一般顧客対象に「イズミヤカード」を発行。

昭和62年３月 牛久市に牛久店を開設。関東地方へ進出。

平成７年４月 東京都内第１号店として板橋店を開設。 

平成13年２月 環境マネジメントシステムの国際規格「ＩＳＯ14001」の認証を本社で取得。

平成15年３月

平成15年６月

㈱はやしと資本業務提携。

カナート㈱（旧㈱髙島屋ストア）の株式取得。

平成15年７月 ㈱友隣、大阪デリカ㈱を完全子会社化。

平成15年７月 スーパーセンター業態の八尾店を開設。

平成16年11月 ㈱新興配送サービスと㈱友隣を合併し㈱サン・ロジサービスを設立。

平成17年３月 ㈱イズミヤ・クリエイティブパワーを設立。

平成17年12月 滋賀県内第１号店としてスーパーセンター堅田店を開設。

平成19年３月 ㈱カンソーを設立。（日泉総合管理㈱、マトバ㈱、㈱イズミ総合サービスの３社合併）

平成20年３月 ㈱デリカ・アイフーズを設立。（イズミヤ㈱の惣菜事業部門を会社分割し大阪デリカ㈱に継承

し、社名変更）
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３【事業の内容】
　当社グループが営んでいる主な事業内容と、各関係会社等の当該事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメント

との関連は、次のとおりであります。

　イズミヤ株式会社（当社）の営む事業は衣料品、食料品ならびに、住居関連品の総合小売業であり、当社事業を補足

する、食品製造、サービス事業、ファイナンス・保険事業、不動産事業、旅行業、文化・遊戯施設事業、ホテル事業、レス

トラン事業、専門店事業を営む各関係会社があります。

　なお、セグメント情報における総合小売業には、総合小売業以外に専門店事業及びレストラン事業が含まれておりま

す。当社の他その主なものは、カナート㈱、㈱サンローリー、㈱デリカ・アイフーズ、㈱アクトスポーツ、㈱アバンティ

ブックセンター、㈱サン・フレッシュ、㈱はやし、㈱ペリカン、㈱テンファッションズ、他２社であり、それ以外の事業

はすべてその他事業に含めており、その主なものは、イズミヤカード㈱、㈱イズミヤ総研、㈱カンソー、㈱アイリス、㈱

メルシーサービス、㈱サン・ロジサービス、㈱レマントラベルサービス他5社であります。

　（注）１．上記図示のほか、イズミヤカード㈱はグループ各社とリース契約取引を行っております。

２．会社名の前に☆印を付した会社は連結子会社であります。

３．平成20年3月１日付けで大阪デリカ㈱は、社名を㈱デリカ・アイフーズに変更しております。
　　　　４．平成20年12月15日に㈱カンソー100％出資により、㈱カンソー堺を設立いたしました。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

(百万円)
主要な事業の内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

カナート㈱
大阪市

住之江区
200 総合小売業 100.00 当社より商品供給、役員の兼任あり

㈱サンローリー
大阪市

西成区
200 総合小売業 100.00

当社より売上仕入契約に基づく商品仕入、

役員の兼任あり

㈱デリカ・アイフーズ
大阪市

住之江区
100 その他事業 100.00 当社へ商品販売、役員の兼任あり

㈱レマントラベルサービス
大阪市

住吉区
90 その他事業 100.00 当社より店舗用建物の賃貸、役員の兼任あり

㈱アクトスポーツ
大阪市

西成区
75 総合小売業 100.00

当社より売上仕入契約に基づく商品仕入、

役員の兼任あり

㈱アイリス
大阪市

西成区
50 その他事業 100.00 当社へ資材等の販売、役員の兼任あり

㈱アバンティブックセンター
大阪市

西成区
50 総合小売業 100.00 当社より店舗用建物の賃貸、役員の兼任あり

㈱イズミヤ総研
大阪市

西成区
50 その他事業 100.00

当社へのマーケットリサーチ・情報サービス、

役員の兼任あり

㈱カンソー
大阪市

西成区
50 その他事業 100.00

当社店舗の警備・メンテナンス、清掃、クリーニ

ング、現金集配金等の業務

役員の兼任あり

㈱ワカヤマ冨士ホテル
和歌山県

和歌山市
40 その他事業 100.00

当社より土地建物の賃貸、貸付金、

役員の兼任あり

㈱イズミヤ・クリエイティブパワー 
大阪市　

西成区 
30 その他事業 100.00 当社との業務請負・人材派遣、役員の兼任あり

㈱エコロ
大阪市

西成区
20 総合小売業 100.00

当社より売上仕入契約に基づく商品仕入、

役員の兼任あり

㈱メルシーサービス
大阪市

西成区
20 その他事業 100.00 当社より店舗用建物の賃貸、役員の兼任あり

㈱サン・フレッシュ
大阪市

西成区
10 総合小売業 100.00

当社より売上仕入契約に基づく商品仕入、

役員の兼任あり

㈱サン・ロジサービス
大阪市

住之江区
10 その他事業 100.00 当社商品の配送・取付、役員の兼任あり

イズミヤカード㈱
大阪市

浪速区
203 その他事業 99.23

当社のイズミヤカード発行運営業務、

役員の兼任あり

㈱はやし　
大阪市

西成区　
476 総合小売業　 98.88 当社より商品供給、役員の兼任あり

㈱ペリカン
大阪市

西成区
232 総合小売業 96.68 当社より店舗用建物の賃貸、役員の兼任あり

㈱宮崎レマンホテル
宮崎県

宮崎市
90  その他事業 92.22 当社より土地建物の賃貸、役員の兼任あり

㈱テンファッションズ
大阪市

西成区
401 総合小売業

83.77

(2.81)
当社より店舗用建物の賃貸、役員の兼任あり

木次リテイル・サービス㈱
島根県

雲南市
20 総合小売業 55.00 当社より商品供給、役員の兼任あり

㈱カンソー堺　
堺市

堺区
5 その他事業　

100.00

(100.00)

当社店舗の警備・メンテナンス、清掃、クリーニ

ング、現金集配金等の業務

㈲ファウンテンフォレスト
神戸市

中央区
3  その他事業 － 当社より匿名組合出資を受入

　（注）１.　特定子会社に該当する会社はありません。
２.　上記関係会社は有価証券報告書を提出しておりません。
３．「議決権の所有割合」欄の（内書）は間接所有であります。
４.　上記連結子会社は売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が100分の10以

下であるため主要な損益情報等の記載を省略しております。
５.　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。
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５【従業員の状況】

（1）連結会社の状況

　 平成21年２月28日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

総合小売業 3,335（8,969）　

その他事業 613（1,839）　

合計 　3,948（10,808）

　（注）1.　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、（　）に年間の平均人員を外書きしております。

　　　 ２．第81期の連結従業員数が前連結会計年度に比べ113人、臨時従業員数が459人それぞれ増加しているのは株式会社

はやしを当連結会計年度において新たに連結子会社としたこと等によるものであります。　

　

（2）提出会社の状況

　 平成21年２月28日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

2,353（5,725）　 37.16 14.56 5,730,882

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、（　）に年間の平均人員を外書きしております。

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

３．第81期の提出会社の従業員数が前期に比べ102人、臨時従業員が763人それぞれ減少しているのは、惣菜事業

部門の会社分割にともない連結子会社である株式会社デリカ・アイフーズへの出向・転籍等によるもので

あります。

（3）労働組合の状況

１．名称 イズミヤ労働組合

２．上部団体名 日本サービス・流通労働組合連合

３．結成年月日 昭和45年２月19日

４．期末日現在組合員数 2,582人

５．労使関係 労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績
①業績全般の概況

  当連結会計年度の上半期は、原油や穀物等の高騰とそれを受けた製品価格の改定により、消費者の生活防衛意識が

高まりましたが、下半期は、米国発の金融危機が実体経済に波及し、雇用情勢の悪化へと発展したことから、消費者の

節約志向は益々加速しました。このような厳しい環境の中、衣料品や家電、ホームファニシングなどの中・低頻度品

は、平成20年度始めより買い控え傾向が表れました。内食化傾向で好調に推移しておりました食料品や日用品も平成
21年1月後半から低価格品へのシフトが見受けられました。業態別では、非食品の構成比が高いＧＭＳ業態が苦戦しま
したが、「毎日がお買い得」をキャッチフレーズにしたＥＤＬＰ（エブリディ・ロープライス）を追求する戦略業態

「スーパーセンター」及び徹底したローコスト運営を原資として低価格を訴求する食品スーパーの新業態「まると

く市場」が好調に推移しました。また、節約志向と安全・安心への関心が高まる中、プライベート・ブランド商品「ｇ

ｏｏｄ－ｉ」がお客様より強い支持をいただき、好調に売上を伸ばしました。

  グループ各社におきましては、食品スーパーを展開するカナート㈱が内食化傾向の高まりを受けて好調に推移しま

したが、衣料品を中心に扱う㈱テンファッションズ、玩具・ファンシー雑貨を扱う㈱ペリカンが、減収減益となりまし

た。また、イズミヤカード㈱は、貸金業法への対応として平成19年12月11日よりキャッシングサービスの新規融資分の
利率を17.95%に引き下げたこと等により減収減益となりました。食品スーパーの㈱はやしは平成20年12月より連結子
会社にいたしました。

　　　これらの結果、当連結会計年度の業績は以下のようになりました。

 平成21年２月期  

  前期比

営業収益 381,131　　　 百万円 　0.0　％増

営業利益 　5,339　　　 百万円 　　　21.4　％減

経常利益 4,189　　　 百万円 　　 　24.5　％減

当期純利益 965　　　 百万円 　　　　52.0　％減

　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

［総合小売業］

物販子会社を含む総合小売業の営業収益は3,661億51百万円 （前年同期比0.2％増）、営業利益は30億57百円 
（前年同期比27.8％減）となりました。　  
≪新規出店・改装≫

　戦略業態「スーパーセンター」の第6号店となる紀伊川辺店（和歌山県）を平成20年4月に開店しました。
GMS業態につきましては、阪急電鉄株式会社が開業したショッピングセンター「阪急西宮ガーデンズ」の核テ
ナントとして西宮ガーデンズ店（兵庫県）を平成20年11月に開店しました。既存店を活性化するために、地域
特性や競合環境等、マーケットの変化に対応する改装を平成20年4月に多田店（兵庫県）、平成20年6月に若江
岩田店（大阪府）、平成20年10月に庄内店（大阪府）、京都店（京都府）の4店舗で実施しました。また、スー
パーマーケット業態の美加の台店(大阪府)を平成20年6月より㈱はやしによる運営に変更しました。なお、平成
20年8月に衣料単独店の尼崎店（兵庫県）、平成21年1月に真正店（岐阜県）を閉店しました。
《商品政策》

  一昨年の秋から生活必需品の値上げが相次いだことから、お客様の注目が商品価格に集まり、適正な品質と

価格を徹底的に追求した自社開発商品が高い支持をいただきました。その結果、当期の開発商品の売上高は315
億円（前年同期比119.0%）となり、全体の売上高に占める構成比は10.5%（前年同期比8.7%）となりました。開
発商品の主力であるプライベート・ブランドの「ｇｏｏｄ－ｉ」は、食料品、衣料品、住居関連品を合わせた取

り扱い品目数で2,206品目（前年同期比102.8%）、売上高は275億円（前年同期比114.4%）となりました。衣料品
では当社が原料から製品までを一貫してソーシングした「オーストラリア綿」を使用した開発商品の品揃え

を拡大しました。中でも、カラーバリエーションを従来よりも拡大し、シルエットにもこだわりを持たせて高い

支持を得ている「オーストラリア綿100% 婦人Ｔシャツ」は、更に袖丈のバリエーションを増やして拡販して
おります。食料品では新たに開発したカップ麺が同カテゴリー内で売上トップとなるなど、価格訴求型の開発

商品「ｇｏｏｄ－ｉチャレンジ」が特に支持を得ました。住居関連においては、ソーシングを見直し、従来より

も利益率を向上させたホームファニシングの開発商品「Ｂ.Ｇ.Ｍ.（By Good Materialsの略）」が好調に推移し
ました。

  食品商品部、衣料商品部、住関商品部を統括する組織として新設した商品統括部の下、SV部が軸となって各商
品部の機能に横串を通し、クロス・マーチャンダイジングを推進しました。ＧＭＳの食品フロアでの住居関連

部門の関連品販売の強化や、「母の日」や「父の日」などの社会催事における衣・食・住合同の売場づくりに

より、お客様の生活場面に合わせた品揃えや売場展開を積極的に推進しました。
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　≪社会貢献取組≫

　平成24年度にＣＯ2排出量（総量）を平成18年度比で10%削減することを目標とした「地球温暖化防止に向け
た取り組み」を平成20年5月に公表しました。省エネ設備の積極的導入や店舗運営の効率化を図るなど「エネ
ルギー消費量の抑制・削減」を重点的に進めながら、一方で、お客様とともに取り組む活動として「カーボン

オフセット」や、「マイバッグ持参運動」、「廃棄物の削減」を更に推進しております。カーボンオフセット付

商品の第一弾としてプライベート・ブランド商品「お茶パック」を平成20年8月から販売しました。なお、平成
20年4月より白梅町店（京都府）、平成21年1月より和歌山店（和歌山県）、紀伊川辺店（和歌山県）でレジ袋
の有料化を開始しました。当社でのレジ袋有料化店舗は光風台店（大阪府）、桂坂店（京都府）と合わせて計5
店舗となります。

  食料自給率の向上や農業の担い手の育成が課題となる中、大阪府における都市農業の推進、及び農空間の保

全と活用に取り組んでいくことを主旨とした宣言書を平成20年6月に大阪府と締結しました。平成20年11月に
は、今福店（大阪府）と淡路店（大阪府）で、大阪府で収穫・生産される農産物や加工品の常設売場「大阪産

（おおさかもん）」のコーナーを新設しました。農空間の保全管理や食品残渣の堆肥化による食品リサイクル

については、当社のＯＢ会とともに始めた「ゴールドファーム」（大阪府の遊休農地を利用した農業活動）が

取り組みを進めています。

　≪グループ物販事業≫

　物販系の各関係会社におきましては、収益力強化をめざし、不採算店舗の閉鎖や収益力の高い業態への転換

を進めてまいりました。カジュアルファッションのスペシャリティチェーンを目指す㈱テンファッションズ

は、スクラップ＆ビルドで当期に22店舗を閉鎖し、14店舗（全てグループ外出店）を新規出店しました。書籍
・雑誌等の販売会社の㈱アバンティブックセンターは、2店舗を閉鎖し、1店舗を新規出店した他、取引条件の
改善や事務作業の効率化を進めるために取次先をトーハンに一本化しました。飲食事業の㈱サンローリーは、

不採算店の6店を閉鎖・統合し、新たに3店舗を出店しました。
　連結対象子会社となった㈱はやしにおいては、平成20年10月にＪＲ長瀬駅前店を「まるとく市場はやし」に
業態変更し、イズミヤの「まるとく市場」同様、順調に売上を伸ばしております。

　平成20年3月1日に大阪デリカ㈱とイズミヤ㈱の惣菜部門を統合して設立した㈱デリカ・アイフーズは、店舗
での運営体制、及び本部での商品開発体制の整備を推進しました。製造・仕入・販売を一体化したメリットを

最大限に発揮し、顧客ニーズに合った商品の開発や製造をスピードアップさせ、更に高いレベルの品質管理や

生産性向上をめざして取り組んでおります。

　当社初の海外出店となる中国蘇州での新店開設に向けて、平成20年5月に中国現地法人「蘇州億珠美亜商貿
有限公司」を設立いたしました。

［その他事業］

　その他事業の営業収益は381億38百万円 （前年同期比14.4％減）、営業利益は23億35百万円 （前年同期比
16.4％減）となりました。
㈱カンソー（総合ビルメンテナンス事業）は、当上期にアリオ鳳、岸和田カンカンＷＥＳＴ、門真プラザ等、グ

ループ外からの受託拡大を推進しました。

  ㈱サン・ロジサービス（倉庫業・物流受託業）は、平成21年1月よりイズミヤのネットスーパーとして新た
に再構築し、新規オープンした昆陽店ネットスーパー（新楽楽マーケット）でのピッキング・配送サービスを

担い、新しい事業の柱とすべく、事業拡大に向けて積極的に取り組んでおります。

  平成19年12月に新貸金業法への対応として金利引下げを行ったイズミヤカード㈱は、キャッシング事業収益
減を補うため、カード会員増、加盟店開発、ＶＩＳＡ/ＪＣＢ等の提携カード切替えを推進すると共に、顧客毎の
カード利用率を高めるための販促活動を行い、ショッピング事業の収益増を図りました。

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物残高は、前連結会計年度末と比較して、15億79百万円増加し、84億90

百万円となりました。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が32億45百万円、非資金項目である減価償却費が71

億11百万円となり、また、期末日が金融機関休業日であったことによる仕入債務の増加による収入等により、前連結会

計年度と比較して48億95百万円増加し、138億78百万円の収入となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出があった一方、有形固定資産の売却による収

入等があり、前連結会計年度と比較して28億25百万円支出が減少し、27億21百万円の支出となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、有利子負債の返済、自己株式の取得等により、前連結会計年度と比較して69

億42百万円支出が増加し、100億49百万円の支出となりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

（1）生産実績

　該当事項はありません。

（2）受注状況

　該当事項はありません。

（3）販売実績

事業の種類別セグメントの名称 品名
販売高

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

前年同期比（％）

 衣料品（百万円） 64,919 95.4

 食料品（百万円） 212,797 103.0

総合小売業 住居関連品（百万円） 77,298 97.7

 その他（百万円） 11,136 97.5

 計（百万円） 366,151 100.2

その他事業（百万円）  38,138 85.6

消去（百万円） (23,158) 80.3

合計（百万円） 381,131 100.0

　（注）　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

　 昨今の経済環境の変化にスピーディに対応するために、ニューディスカウント政策と費用構造改革を柱とした新

中期3ヵ年計画「change-i」をスタートいたしました。計画初年度にあたる平成21年度については、下記の重点課題に

ついて取り組んでまいります。

（１）当社グループの取組方針　

①店舗政策

  消費者の節約志向が高まる中で支持を集めている「まるとく市場」や、低投資で出店が可能な他社の居抜き案件

への出店など、確実に短期で投資回収が見込める物件への出店を進めてまいります。平成21年度におきましては、大

阪府内に低価格を訴求するスーパーマーケット業態「まるとく市場」を4店舗出店する予定です。

　また、既存店におきましてもＥＤＬＣ（エブリディ・ローコスト、毎日コストを引き下げに務め）によるＥＤＬＰ

（エブリディ・ロープライス、毎日お安い価格）を推進するための改装を計画しております。平成21年度におきまし

ては、稲田新町店や浜田町店等のＳＭ店舗を中心に年間で10店舗の改装を予定しております。

　改正薬事法の施行による規制緩和により、イズミヤにおいても薬店の拡大を推進してまいります。平成21年度は登

録販売者の育成と薬品未導入店舗に薬店の導入を推進します。

②商品政策

　消費の冷え込みが続く中、イズミヤでは平成21年3月7日より「暮らし応援」セールを実施しております。お客様か

ら支持の高い品目を厳選し、約3000品目をＥＤＬＰで販売する「まいにちやすい　お値打ち価格」と、一定期間通常

価格より値下げ販売する「期間限定プライス」（3月度は1100品目）を実施し、更なる顧客支持のアップを図りま

す。

　ＥＤＬＣを推進するための原価削減については、プライベート・ブランド商品の更なる拡大を図り、値入と品質の

改善につとめてまいります。平成21年度9月からは、ユニー㈱と㈱フジとの3社で新ブランドを立ち上げ、購買頻度の

高い100品目を順次発売します。3社の協業により生産ロットを大幅に拡大させて、更なる原価削減を図ってまいりま

す。

③費用構造改革

 　100年に1度の不況と言われ先行きが不透明な環境下において、組織のスリム化や生産性の向上などの費用構造改

革を早急に実施し、利益目標達成に向けて取り組んでまいります。チラシのレギュラー化の更なる推進による販促費

削減、業務委託の見直し等の費用削減を進めるとともに、本部においては、部室の統廃合と業務の見直しにより、本部

人員を削減し、店舗においては店別に赤字部門の削減やセルフ売場を拡大することにより生産性の向上を図ってま

いります。
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　赤字店舗については、平成21年度より新設した構造改革室が家賃交渉からテナントリーシング、売場面積や営業時

間の見直しも含めて、個店毎の構造改革に集中して取り組んでまいります。平成21年4月には、六地蔵店の直営売場を

3層から2層に縮小し、大型テナントとして「ニトリ」を導入して、直営売場の生産性向上と店舗利益構造の改革を図

ります。

④人材育成

　「ダッシュ120」で培ってきた教育立社施策を継続、発展させるため、会社が期待する従業員像を掲げ、全従業員の

指針といたします。商品のプロ、販売のプロ、接客のプロ等各分野にてプロの育成を図るために、平成21年度よりハー

トフル委員会を設置し、全店・全社で「小売業のプロ」育成にむけてバックアップしていきます。

　年金受給までの雇用機会や、出産・育児でやむなく退職された方が、その経験を生かして復職できる制度を新設し、

多種多様な従業員のニーズを汲み取り、今後とも自己実現、自己成長を促す仕組みづくりを推進してまいります。

⑤環境取組

　地域のお客様とともに進めてまいりました、レジ袋有料化は現在5店舗まで拡大いたしました。平成21年度は、京都

府の5店舗（羽束師店、伏見店、六地蔵店、高野店、洛北店）と茨城県の牛久店で実施を予定しております。今後も地域

の自治体や行政と連携しながら実施店舗を拡大してまいります。

⑥内部統制

　金融商品取引法に基づく内部統制報告制度への対応を、企業強化のインフラ整備の一環と位置付け、組織の業務全般

に係る財務情報を集約したものである財務報告の信憑性を確保するために、代表取締役直属の財務内部統制室を新設

し、財務報告に係る内部統制を運用するための体制を整備いたしました。今後は、代表取締役が委員長を務める財務内

部統制推進委員会が中心となり、財務内部統制の情報共有と運用の推進を図ります。

 ⑦グループ事業強化

　㈱はやしの連結会社化を契機に、カナート㈱と当社の3社で連携を深めてグループ収益改善を図ります。平成21年度

よりＳＭ事業推進委員会を設置し、開発情報や営業情報、人事情報の共有化と活用を更に推進していきます。グルー

プにおけるＳＭの新規出店は、㈱はやしが平成21年3月に「まるとく市場はやし鳥取店」を大阪府阪南市に出店いた

しました。今後もグループ3社の最適な形での出店や業態変更を模索し、更なる地域ドミナントづくりを推進してま

いります。

　また、当社と同様に、利益体質の強化に向けて、効率化の追求と変化対応型のスピード経営を実践するために、グ

ループ会社の統廃合を実施いたします。平成21年度上期中にイズミヤカード㈱と㈱レマントラベルを統合し、また平

成21年度中に㈱テンファッションズと㈱ペリカンを統合する予定です。管理部門の統合によるスリムな体質作りに

よる費用削減効果のみならず、営業情報の一元管理と新たな分野でのコラボレーションにより、新商品の開発や売場

提案を効率的に推進し、業容拡大に取り組んでまいります。

（２）会社の支配に関する基本方針

①当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、長年培った営業知識と経験を基に、経営資源を結集して、長期的な株主共同の利益の向上を目指すととも

に、従業員、消費者、取引先、地域社会等との協働・協力関係をも重視し、法令や、社会規範を遵守した上で、長期的展

望に立った企業価値の向上に資する経営を目標としております。

　具体的には、創業以来「お客様第一主義」を基本方針として掲げ、お客様のニーズにあった商品やサービスの提供

を基本とした経営により、顧客満足を追求し、お客様との信頼関係を築いてまいりました。

　このような小売業に求められるお客様との信頼関係および経営の効率性などの向上を継続的に追求することによ

り、当社の企業価値の維持・向上が実現され、当社の事業を構成する全てのステークホルダーに利益をもたらすと考

えております。

　上記基本方針からして、会社の支配権の移転を伴う株式の買付提案があった場合に、その目的等から見て企業価値

ひいては株主共同の利益に明白な損害をもたらすもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれがあるも

の、取締役会や株主の皆様が買付の条件等について検討し、あるいは取締役会が代替案を提案するための十分な時間

や情報を提供しないもの等、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の向上に資さないと思われるものにつきまし

ては、買付行為を抑止するための枠組みが必要と判断しております。

②基本方針の実現に資する特別な取り組み

（ア）当社の経営理念

　イズミヤ株式会社およびそのグループ各社は、大正１０年の創業以来「お客様より満足して頂けることを唯一の

使命と心得て、常に品質に、値段に、お客様の身になって研究努力を致さねばならない」という信条の下、「地域の

お客様が、健康で楽しく、心豊かな生活を送れるように、安全で安心な商品とサービスの提供を通して“ええもん

安い”の商道を追求し、社会に貢献します」との経営理念を掲げ、関西を中心基盤として店舗網を拡充する中で、
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小売業とその関連事業を通して、各地域のお客様のより豊かな生活に貢献できるよう、またご支持をいただけるよ

う努力を重ねてまいりました。

 すなわち、イズミヤグループ各社の企業価値の根幹は、地域のお客様に貢献し、地域のお客様に愛されることにあ

ると心得て、継続的に企業価値向上に向けた取り組みを実践することが永遠の使命であると認識しております。

 こうした理念の下、イズミヤグループ各社は、イズミヤ８６店舗の１店１店が地域特性を重視し、各地域のお客様

に満足していただける品揃えやサービスを備えた、お客様にあたたかい店づくりの推進、品質に加えて環境に十分

配慮したプライベート・ブランド商品「ｇｏｏｄ－ｉ（グッド・アイ）」の開発、バリアフリーやエネルギー対

策に配慮した店づくりなど「ハートフル（人と地球にやさしい）」活動の展開を実践し、更には、小売業で培った

ノウハウをお客様のさまざまな生活場面に拡大し、グループの総力をあげた、高品質なモノとサービスの提供を

行っております。

 「関西深掘」の経営方針の下、これらの企業価値向上に向けた取り組みを通じて、イズミヤグループは、今では、

２０社を超える子会社を擁する小売グループに成長することができました。当社経営陣といたしましては、今後も

地に足の着いた成長戦略を維持し、着実な発展を実現していくことこそが、株主価値向上の最も有効な策と考えて

おります。

（イ）当社の今後の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に向けた取り組みについて

　本年より、中期経営計画として新たに３カ年計画「change-i」をスタートさせ、全従業員の力を結集し、営業改革・

費用構造改革・人材育成・グループ力強化を進めてまいります。当社グループが長年培ってきた有形・無形の経

営資源を今後も維持・活用し、更なる企業価値向上を図るため、以下のような施策に取り組みます。

　第一に、お客様の生活防衛意識、節約志向の高まりに対応し、「ニューディスカウント」政策を推進いたします。

　「ニューディスカウント」政策とは、「おもてなしの心」を備えた上で、EDLC（エブリ・デイ・ロー・コスト、

毎日コスト引き下げに務め）によるEDLP（エブリ・デイ・ロー・プライス、毎日お安い価格）を進める取組みで

す。

　このため、平成15年７月に１号店を開店したスーパーセンターを戦略業態と位置付け、今後も多店舗化していき

ます。スーパーセンターはワンフロア構造を活かし、ローコスト運営による低価格の設定と圧倒的な品揃えの幅と

深さの追求を特徴としております。

　また、食料品を中心にしたスーパーマーケットについても、低価格を訴求する業態「まるとく市場」を平成19年3

月に立ち上げました。スーパーセンターで培ったローコスト運営に加えて、サービス機能を絞り込んでおります。

今後も、既存店の業態変更を含めて、多店舗展開してまいります。

　既存のスーパーストア、スーパーマーケットについても、営業改革および費用構造改革を推進し、そこで得られた

効果を原資としてディスカウンティングすることにより、お客様満足度を高めてまいります。

　第二に、関係会社を中心としたグループ力強化を推進いたします。

関係会社を当社本体に並ぶ、もう一つのプロフィットセンターとして位置付け、利益の源泉を確保してまいりま

す。また、グループ各社が店舗開発や人材交流、食材・資材の共同調達等において、コミュニケーションの更なる充

実を図り、既存事業の深耕、新規事業への参入を図ってまいります。スーパーマーケット事業については、当社直営

店と平成15年に㈱髙島屋から当社の子会社になったカナート㈱、昨年12月に連結子会社化した㈱はやしの３社が

有機的なシナジー効果を発揮し、京阪神を中心に店舗ネットの拡充を図ってまいります。

　第三に、小売業のプロの育成と働きがいがある会社づくりを推進してまいります。

「教育立社」をスローガンに掲げ、レベルの高い商売センスを持つ人間集団の形成を目指してまいります。人材育

成を通して、働く人がやりがいをもてる企業風土を醸成するとともに、お客様の期待を上回る「おもてなし」を発

揮できるように、新入社員への集中教育、若手社員の早期戦力化、中堅社員のレベルアップ教育、パートタイマーの

正社員登用等に取り組んでまいります。また、年金受給までの雇用機会を準備し、復職制度やジョブエントリー

（能力を発揮できる業務の申告）制度等の導入により、自己革新する従業員が安心して活躍できる職場をつくっ

てまいります。

 他方、これらの中期経営計画の推進にあたり、より一層のコーポレート・ガバナンスの強化を図るため、内部統制

の仕組みを強化するためのリスクマネジメント委員会と会社情報の適時開示と適正性をより一層確保するための

ディスクロージャー委員会の活動を推進してまいります。

 上記の課題を計画的に実行することが、顧客満足および経営の効率性を高め、当社の事業を構成する全てのス

テークホルダーに利益をもたらすと考えております。

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取り組み

　当社は、平成18年4月11日開催の取締役会において、「当社株式の大規模な買付行為に対する対応策（以下「旧プ

ラン」といいます。）」の導入を決議し、同年5月24日開催の第78期定時株主総会（以下「前定時株主総会」とい

います。）において承認を得て継続導入されました。旧プランの有効期間は、前定時株主総会終結後3年以内に終了

する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとされているため、旧プランは本定時株主

総会の終結の時をもって失効することになります。

 この旧プランの失効を受け、当社は、平成21年4月8日開催の当社取締役会において、旧プランを一部修正・変更し

た上で、「当社株式の大規模な買付行為に対する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）を、
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平成21年５月20日開催の当社定時株主総会において株主の皆様の御承認を得て、継続導入されました。

④上記取り組みに対する当社取締役会の判断およびその理由

　当社取締役会は本プランに関して、以下に掲げる理由をもってその合理性を認めております。

(ア)上記①の基本方針に沿うものであること

 本プランは、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に沿うものです。

(イ)株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されること

 本プランは、当社株式に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断され

るに当たり、当社の業務執行を行う経営陣から独立した者のみから構成される企業価値向上検討委員会が情報収

集や買付内容の検討に必要な時間を確保したり、株主の皆様のために当社代表取締役等を通じて買付者等と交渉

を行うこと等を可能にすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的

をもって導入されるものです。

(ウ)株主意思を重視するものであること

 本プランは、当社第81期定時株主総会において、定款に定める手続に基づく買収防衛策の継続導入決議案の承認

を得て導入されました。また、本プランは定款の定めに従って、株主総会の承認を得た後3年以内の最終の事業年

度に関する株主総会において、その存続について承認を得なければならないこととし、更に、毎年の定時株主総会

における取締役選任議案を通じて、株主の皆様のご意思を確認する手続を経ることとしております。

 また、必要に応じて株主総会を開催する場合には、対抗措置の発動の是非についても株主の皆様のご意思が反映

されるものとなっております。

(エ)当社役員の地位の維持を目的とするものではないこと

 当社株式に対し、買付等がなされた場合には、企業価値向上検討委員会が、当該買付が当社の企業価値ひいては株

主共同の利益を毀損するか否か等の判断を行い、当社取締役会に対抗措置を発動するか否かを勧告します。当社取

締役会は当該勧告を最大限尊重し、対抗措置を発動するか否かについて会社法上の機関としての最終決定を行う

こととしております。

 このように、企業価値向上検討委員会によって、当社取締役会が恣意的に本プランの発動を行うことのないよう、

厳しく監視する仕組みが確保されております。

(オ)合理的な客観的要件の設定がなされていること

 本プランは、予め定められた合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されてお

り、当社取締役会の恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。

４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性がある事項には、主として以下のようなものがあります。

　なお、本項における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。

（1）食品の安全・安心について
　当社は「ええもん安い」の方針の下、品質、特に鮮度を重視した商品を適切な価格で提供してまいります。

プライベート・ブランド「ｇｏｏｄ－ｉ」を含む当社開発商品について、商品開発時の当社品質基準、品質表示基

準、及び店内加工場や従業員に対する当社衛生管理基準を設定し、その遵守の徹底を進めております。また、製造委

託先に対する監督体制についても徹底を図っております。

しかしながら、ＢＳＥ（牛海綿状脳症）や鳥インフルエンザなどに類する食品の安全・安心に関する予期せぬ事

態が発生し、安全・安心な商品の安定供給に支障をきたした場合、業績及び財政状態にマイナスの影響を及ぼす可

能性があります。

（2）個人情報保護法の対応について

　当社では「クラブカード」を用いて、ポイントを付与するとともに購買履歴データを収集しております。このク

ラブカード会員データをもとに、プロモーションや品揃えを強化し、お客様により高いレベルでご満足いただくこ

とに努めるといった、ＦＳＰ（フリークエント・ショッパーズ・プログラム）を推進しております。個人情報の取

り扱いについては、「個人情報取扱規程」を設け、情報の保管・利用については細心の注意を払い、徹底した管理

を行っております。また、全従業員に配布している「イズミヤハンドブック」には「個人情報保護心得７ヶ条」を

掲載するとともに、その周知徹底に取り組んでおります。さらに、顧客情報データを管理する本社クラブカード室、

及びネット販売に関わるeコマース室を個室化するとともに、指紋認証システムによる入退室管理を行うなど、情報
漏洩防止策を徹底しております。しかしながら、予期せぬ事件・事故等により個人情報が流出するといった出来事

が発生した場合、業績及び財政状態にマイナスの影響を及ぼす可能性があります。

　　(3)店舗開発について　
　当社は直営売場面積1万㎡超を基本モデルとする「スーパーセンター」を戦略業態と位置付け出店を計画してお
ります。しかしながら、平成19年11月より改正都市計画法が完全施行され、大規模小売店立地法、改正中心市街地活
性化法を含めたいわゆる「改正まちづくり三法」が完全施行となり、出店エリアや規模に制限が課せられました。
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自治体における運用によっては、今後の出店計画に支障が生じ、店舗開設に要する時間や費用が増加する可能性が

あります。

(4)労務コストの上昇について
　労働基準法の改正による時間外労働の割増賃金の引上げや、健康保険、厚生年金保険の料率見直しによる負担増

等、労務コストの上昇が懸念されます。これらに対応するため、現場起案による業務改善活動「働き方改革」によ

る業務の合理化や、コンピューターシステム等の活用による業務の機械化推進など、生産性向上を図ってまいりま

す。平成19年3月からはセルフチェックアウトレジを導入し、レジ人員の効率化を推進しております。このように労
務コストの上昇を吸収するべく生産性の向上に取り組んでおりますが、今後の法改正の内容によっては、業績及び

財政状態にマイナスの影響を及ぼす可能性があります。

(5)自然災害・事故等について
　当社は、安全で快適な店舗づくりと店舗運営を常に心がけ、店舗設計時の耐震基準の遵守、防災対応マニュアルの

整備、消防法他の法令遵守の徹底、及び避難訓練の実施等万全の備えを行っています。また、通信連絡網が機能しな

くなった際に備えて、衛星携帯電話システムの整備等も進めてまいりました。しかしながら、大地震や台風等の災

害、予期せぬ事故や犯罪等による火災等が発生した場合、当該被災店舗の営業活動を一時休止せざるを得ない状況

も予想され、業績及び財政状態にマイナスの影響を及ぼす可能性があります。また、当社の本社、物流施設等や、取

引先の工場倉庫・輸送手段等が被災した場合、当社の販売活動や流通・仕入活動が阻害されることで業績及び財

政状態にマイナスの影響を及ぼす可能性があります。

　なお、業績に影響を与える要因は、これらに限定されるものではありません。

５【経営上の重要な契約等】

  該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

（1）当連結会計年度の経営成績の分析

　当社グループの当連結会計年度の経営成績は、営業収益3,811億31百万円（前期比0.0%増）、営業利益53億39百万

円（前期比21.4％減）、経常利益41億89百万円（前期比24.5％減）、当期純利益9億65百万円（前期比52.0％減）と

なりました。

　当連結会計年度の上半期は、原油や穀物等の高騰とそれを受けた製品価格の改定により、消費者の生活防衛意識

が高まりましたが、下半期は、米国発の金融危機が実体経済に波及し、雇用情勢の悪化へと発展したことから、消費

者の節約志向は益々加速しました。このような厳しい環境の中、衣料品や家電、ホームファニシングなどの中・低

頻度品は、平成20年度始めより買い控え傾向が表れました。内食化傾向で好調に推移しておりました食料品や日用

品も平成21年1月後半から低価格品へのシフトが見受けられました。業態別では、非食品の構成比が高いＧＭＳ業

態が苦戦しましたが戦略業態である「スーパーセンター」及び徹底したローコスト運営を原資として低価格を訴

求する食品スーパーの新業態「まるとく市場」が好調に推移しました。また、プライベート・ブランド商品「ｇｏ

ｏｄ－ｉ」の拡販や部門長教育の強化による在庫・格下削減取組により荒利率は改善しましたが、売上高不足に

よる荒利高の減少を補うことはできませんでした。

  グループ各社におきましては、食品スーパーを展開するカナート㈱及び当連結会計年度より連結子会社となっ

た㈱はやしが内食化傾向の高まりを受けて好調に推移しましたが、衣料品を中心に扱う㈱テンファッションズ、玩

具・ファンシー雑貨を扱う㈱ペリカンが、減収減益となりました。また、イズミヤカード㈱は、貸金業法への対応と

してキャッシングサービスの新規融資分の利率を引き下げたこと等により減収減益となりました。更に平成20年3

月1日に大阪デリカ㈱とイズミヤ㈱の惣菜部門を統合した㈱デリカ・アイフーズは、創業期の費用増により苦戦い

たしましたが、今後は、製造、仕入、販売を一体化したメリットを追及していきます。

　(2）財政状態の分析

 当連結会計年度末の総資産は、期末日が金融機関休業日であったこと等により現金及び預金が増加しましたが、

減価償却および資産売却等による減少により、前連結会計年度末と比較して54億76百万円減少し、2,571億85百万円

となりました。

　負債は、期末日が金融機関休業日であったこと等により、支払手形および買掛金が増加しましたが、有利子負債の

減少等により、前連結会計年度末と比較して28億38百万円減少し、1,535億52百万円となりました。

　純資産は、自己株式の消却および自己株式の取得による減少等により、前連結会計年度末と比較して26億38百万

円減少し、1,036億32百万円となりました。

 自己資本比率は、前連結会計年度末の40.4％から40.2％となりました。

 キャッシュ・フローの状況につきましては、「１〔業績等の概要〕」に記載しております。

　

 (3）経営者の問題意識と今後の方針について

 「第２　事業の状況　３　対処すべき課題」に記載のとおりであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度における設備投資は、総合小売業を中心に全体で64億36百万円となりました。

　主な内容は、次のとおりであります。

総合小売業 5,869百万円

その他事業 567百万円

合計 6,436百万円

　総合小売業での主な内容は、既存店投資が9億25百万円、新店投資が28億81百万円、システム投資が3億98百万円、その

他が16億65百万円であります。

　その他事業での主な内容は、既存設備投資が1億17百万円、新規設備投資が35百万円、システム投資が2億50百万円、そ

の他が1億65百万円であります。　

　これらに必要な資金は、自己資金及び借入金によって充当いたしました。

　なお、当連結会計年度における主な設備の売却は、以下のとおりであります。

 会社名
事業の種類別セグ
メントの名称

事業所名 所在地 設備の内容
帳簿価格
（百万円）

売却 イズミヤ㈱ 総合小売業 八幡店他 京都府八幡市他 土地他 2,296

２【主要な設備の状況】

（1）提出会社
　 （平成21年２月28日現在）

事業所名 所在地
セグメントの
状況

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地

その他 合計
金額

自社所有面積
(㎡)

大阪府        49店舗  大阪市西成区他  総合小売業  店舗 18,162 83 22,917
151,864

(116,356)
982 42,146

807
(2,916)

兵庫県　　    12店舗 神戸市西区他 総合小売業 店舗 10,005 35 11,139
70,008

(110,861)
903 22,082

340
(871)

京都府　　    11店舗 京都市南区他 総合小売業 店舗 7,453 32 19,672
82,129

(26,205)
3,219 30,376

303
(802)

奈良県　      ４店舗 奈良県奈良市他 総合小売業 店舗 785 4 1,845
13,616
(4,208)

23 2,657
41

(205)

和歌山県　    2店舗 和歌山県和歌山市 総合小売業 店舗 2,678 2 7,670
27,868

(79,252)
424 10,773

99
(201)

滋賀県　　    １店舗 滋賀県大津市 総合小売業 店舗 24 1 －
－

(26,983)
6 31

30
(96)

近畿計　  79店舗 39,108 157 63,243
345,487

(363,866)
5,557 108,068

1,620
(5,091)

千葉県　      ２店舗 千葉県八千代市他 総合小売業 店舗 3,020 4 1,029
5,053

(25,609)
997 5,051

45
(167)

茨城県　      １店舗 茨城県牛久市 総合小売業 店舗 1,273 4 3,002
22,319
(7,214)

24 4,303
24

(84)

栃木県　      １店舗 栃木県小山市 総合小売業 店舗 1,946 0 1,601
3,202
－　

2 3,550
13

(33)

東京都　      １店舗 東京都板橋区 総合小売業 店舗 0 0 －
－

(2,805)
0 0

28
(85)

関東計　 ５店舗 6,241 10 5,632
30,574

(35,627)
1,023 12,906

110
(369)

その他地域計  2店舗 宮崎県宮崎市他 総合小売業 店舗 2,582 7 2,157
35,254

 
651 5,397

63
(155)

店舗計 47,933 175 71,032
411,315

(435,390)
7,233 126,373

1,793
(5,615)

本部 大阪市西成区 総合小売業 事務所 414 1 386
3,830
(584)

85 886
560

(110)

その他店舗以外設備 大阪市住之江区他 総合小売業 配送所他 5,535 11 9,984
112,506
(65,282)

2,108 17,639
－
－　

店舗以外計 5,949 12 10,370
116,336
(65,866)

2,193 18,526
560

(110)

合計 53,883 188 81,401
563,463

(501,258)
9,426 144,900

2,353
(5,725)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は器具及び備品、建設仮勘定、借地権への投資を含んでおります。なお、金額には消

費税等を含めておりません。

２．自社所有面積の（　）は、賃借面積を外書きしております。

３．従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外書きしております。

４．現在休止中の主要な設備はありません。
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（2）国内子会社
　 平成21年２月28日現在

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額（単位：百万円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

イズミヤカード

株式会社

本社他

（大阪市浪速区）
その他事業

事務所

他
7 － － 700 707

113

(75)

株式会社はやし

　

鶴見橋店　他

（大阪市西成区）

総合小売業

　

店舗他

　
779 11

1,215

(6,927)
63 2,070

186

(472)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は器具及び備品、建設仮勘定への投資を含んでおります。なお、金額には消費税等

を含めておりません。

２．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は、（　）に年間の平均人員を外書きしております。

３．現在休止中の主要な設備はありません。

３【設備の新設、除却等の計画】

（1）当連結会計年度末現在における重要な設備の新設は次のとおりであります。

　　新設
　

会社名
事業所名

所在地
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定日
年間売上
予定額
（百万円）

総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

着手 完了

イズミヤ㈱　

まるとく市場

都島友渕店

大阪市都島区　 総合小売業 店舗　 113 － 自己資金　
平成21年

6月

平成21年

7月　
890

イズミヤ㈱　

まるとく市場

北緑丘店

大阪府豊中市　 総合小売業　 店舗　 172 － 自己資金　
平成21年

6月

平成21年

7月　
860

（2）当連結会計年度において、設備の新設について完了したものは次のとおりであります。

　　　イズミヤ株式会社（提出会社）において計画しておりました紀伊川辺店（和歌山県和歌山市）については、平成

20年4月から、西宮ガーデンズ店（兵庫県西宮市）については、平成20年11月から営業を開始しております。

　これにより売上高は、6,053百万円増加いたしました。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 332,615,000

計 332,615,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成21年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年５月21日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 85,291,365 85,291,365

㈱大阪証券取引所

㈱東京証券取引所

各市場第一部

－

計 85,291,365 85,291,365 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
　　

（３）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年1月30日

（注）
△2,000,000 85,291,365 － 39,066 － 31,069

　（注）　自己株式の消却による減少であります。

（５）【所有者別状況】

　 平成21年２月28日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法人
外国法人等

個人その他 計
個人以外 個人

株主数（人） － 42 21 496 97 － 6,234 6,890 －

所有株式数

（単元）
－ 29,337 338 17,242 5,406 － 32,585 84,908 383,365

所有株式数の

割合（％）
－ 34.55 0.40 20.31 6.37 － 38.37 100.00 －

　（注）　　自己株式4,691,405株は、「個人その他」に4,691単元及び「単元未満株式の状況」に405株を含めて記載してお
ります。

EDINET提出書類

イズミヤ株式会社(E03047)

有価証券報告書

18/86



（６）【大株主の状況】

　 平成21年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目8番11号 6,236 7.31

イズミヤ共和会 大阪市西成区花園南１丁目4番4号 5,073 5.95

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番3号 3,773 4.42

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口4G）
東京都中央区晴海１丁目8番11号 3,432 4.02

和田　繁 兵庫県宝塚市 2,904 3.41

株式会社マルナカ 香川県高松市円座町 1001 2,415 2.83

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目1番2号 2,000 2.35

イズミヤ自社株投資会 大阪市西成区花園南１丁目4番4号 1,982 2.32

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目13番2号 1,577 1.85

三井生命保険株式会社 東京都千代田区大手町１丁目2番3号 1,531 1.80

計 － 30,925 36.26

（注）１．上記銀行の所有株式数には、信託業務に係る株式が以下のとおり含まれております。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 9,668千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 3,773千株

　

　　 ２．上記のほか、自己株式が4,691千株あります。

　

　

 　　　３．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから連名にて平成20年9月1日付で大量保有報告書の変更報告書

の提出があり、平成20年８月25日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けましたが、当社とし

て当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。

  なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 3,260 3.73

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 207 0.24
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 ４．中央三井トラスト・ホールディングス株式会社から連名にて平成20年12月4日付で大量保有報告書の変更報

告書の提出があり、平成20年11月28日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けましたが、当社と

して当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。 

 なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

中央三井アセット信託銀行株

式会社
東京都港区芝三丁目23番１号 1,737 1.99

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝三丁目33番１号 400 0.46

ＣＭＴＢエクイティインベス

トメンツ株式会社
東京都港区芝三丁目33番１号 660 0.76

　

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成21年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式
4,691,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 80,217,000 80,217 －

単元未満株式 普通株式 383,365 － －

発行済株式総数 　 85,291,365 － －

総株主の議決権 － 80,217 －

②【自己株式等】

　 平成21年２月28日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

イズミヤ株式会社

大阪市西成区花園

南１丁目４番４号
4,691,000 － 4,691,000 5.50

計 － 4,691,000 － 4,691,000 5.50

（８）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　 会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式

の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成20年10月8日）での決議状況　　　　　　　　　
（取得期間　平成20年10月9日～平成21年1月9日）

2,000,000 1,500,000,000

 当事業年度前における取得自己株式 － －

 当事業年度における取得自己株式 2,000,000 1,119,919,000

 残存決議株式の総数及び価額の総額 － 380,081,000

 当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － －

 当期間における取得自己株式 － －

 提出日現在の未行使割合（％） － －

　

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成21年1月19日）での決議状況　　　　　　　　　
（取得期間　平成21年1月20日）

2,500,000 1,397,500,000

 当事業年度前における取得自己株式 － －

 当事業年度における取得自己株式 2,418,000 1,351,662,000

 残存決議株式の総数及び価額の総額 82,000 45,838,000

 当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 3.28 3.28

 当期間における取得自己株式 － －

 提出日現在の未行使割合（％） － －

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 　　　会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 19,646 11,866,797

当期間における取得自己株式 1,885 886,560

（注） 当期間における取得自己株式には、平成21年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含まれておりません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 2,000,000 1,085,528,000 － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他　　　　　　（注）１

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
1,644 1,005,062 － －

保有自己株式数　　（注）２ 4,691,405 － 4,693,290 －

（注）1. 当期間における処理自己株式には、平成21年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の売渡

による株式は含まれておりません。

　　　２. 当期間における保有自己株式には、平成21年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

及び売渡による株式は含まれておりません。

　

３【配当政策】

　当社は、利益配分に関する基本方針につきましては、株主の皆様に対する利益還元を重視すると共に、今後とも収益

力の向上及び財務体質の強化を図りながら、安定した配当を継続することが重要であると考えております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金の配当

の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり12円の配当（うち中間配当6円）を実施することを

決定しました。この結果、当事業年度の配当性向は297.3％となりました。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年８月31日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

おります。なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

　　　平成20年10月8日

　　　取締役会決議
510 6

 　　 平成21年５月20日

　　　定時株主総会決議
483 6

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第77期 第78期 第79期 第80期 第81期

決算年月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月 平成21年２月

最高（円） 824 1,141 1,159 958 724

最低（円） 550 674 750 465 451

（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年９月 10月 11月 12月 平成21年１月 ２月

最高（円） 640 609 615 609 610 569

最低（円） 554 451 540 502 526 474

（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

会長
 林　紀男 昭和17年９月５日生

昭和40年４月 株式会社住友銀行（現株式会社三

井住友銀行）入行

昭和60年４月 同　福井支店長

昭和62年４月 同　関連事業部長

平成２年５月 同　新宿支店長

平成３年７月 同　審査第四部長

平成４年６月 同　取締役就任

平成10年５月 同　代表取締役専務取締役就任

平成11年４月 当社顧問

平成11年５月 当社取締役副社長就任

平成12年３月 イズミヤビジネスサービス株式会

社（現イズミヤカード株式会社）

代表取締役社長就任

平成13年２月 当社代表取締役社長就任

平成21年5月　 当社代表取締役会長就任（現任）　

 

平成20年5月　

　（他の法人等の代表状況）

蘇州億珠美亜商貿有限公司代表取

締役（現任）

(注）３ 42

代表取締役

社長
　 坂田　俊博 昭和24年11月８日生

昭和48年３月 当社入社

昭和63年２月 当社仕入25部長

平成６年３月 当社食品SV部長

平成７年２月 当社食品商品部長

平成11年３月 当社今福店長

平成12年11月 当社洛北店長

平成13年２月 当社洛北店長兼高野店長

平成15年１月 当社ロジスティックス統括部長

平成15年５月 当社取締役就任

平成16年４月 当社商品担当兼ロジスティックス

担当

平成17年１月 当社営業本部長

平成17年５月 当社常務取締役就任

平成18年５月 当社専務取締役就任

平成19年５月 当社代表取締役専務取締役就任

平成20年２月  当社代表取締役専務取締役執行役

員就任

平成21年2月　 　当社代表取締役専務取締役専務執

行役員就任

平成21年5月　 当社代表取締役社長就任（現任）　

(注）３ 28

常務取締役

常務執行役員　

財務担当兼総務

担当

太田　彰 昭和23年７月８日生

昭和46年４月 株式会社住友銀行（現株式会社三

井住友銀行）入行

平成２年４月 同　甲子園支店長

平成４年１月 同　天神町支店長

平成６年10月 同　三宮支店長

平成８年５月 同　梅田支店長

平成10年４月 同　本店支配人

平成12年５月 当社関連事業統括部長

平成13年２月 当社経営企画室副室長

平成14年５月 当社取締役就任

平成14年５月 当社開発統括部長

平成17年１月 当社財務統括部長

平成17年５月 当社常務取締役就任

平成20年２月 当社常務取締役執行役員財務統括

部長兼総務担当兼ロジスティック

ス担当

平成21年2月　 当社常務取締役常務執行役員財務

担当兼総務担当（現任）　

(注）３ 12
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常務取締役

常務執行役員　

関連事業担当兼

構造改革担当兼

中国事業統括部

長

四條　晴也 昭和33年８月15日生

昭和56年３月 当社入社

平成10年11月 当社FISMY営業部長

平成11年９月 当社営業企画室副室長兼FISMY事

業部長

平成13年２月 当社営業本部企画担当部長

平成15年１月 当社営業企画室長

平成17年５月 当社取締役就任

平成18年１月 当社経営企画部長兼中国室担当兼

関連会社担当

平成20年２月 当社常務取締役執行役員就任、関連

事業本部長兼経営企画担当兼中国

担当

平成21年２月 当社常務取締役常務執行役員関連

事業担当兼構造改革担当兼中国事

業統括部長（現任）

(注）３ 8

取締役

上席執行役員　

秘書・広報室長

兼ロジスティッ

クス担当

田中　博和 昭和30年８月９日生

昭和53年３月 当社入社

平成９年９月 当社EDP部長

平成12年２月 当社広報部長

平成13年２月 当社秘書・広報室長

平成18年４月 イズミヤカード株式会社専務取締

役就任

平成19年３月 当社秘書・広報室長

平成19年５月 当社取締役就任、秘書・広報室兼Ｉ

Ｔ総合戦略担当

平成20年２月  当社取締役執行役員秘書・広報室

長兼経営企画室長

平成21年2月　 当社取締役上席執行役員秘書・広

報室長兼ロジスティックス担当

（現任）　

(注）３ 9

取締役

　

上席執行役員営

業担当兼商品統

括部長

　石田　秀和 昭和28年3月５日生　

昭和50年３月 当社入社

平成９年２月　当社ホーム・エレクトロニクス部

長　

平成13年３月 当社店舗統括部運営担当部長　

平成17年１月 当社住関商品部長兼コンセ部長　

平成20年２月　当社上席執行役員商品統括部長兼

商品開発部長　

平成21年２月　当社上席執行役員営業担当兼商品

統括部長

平成21年５月　当社取締役上席執行役員就任、営業

担当兼商品統括部長（現任）　

(注）３

　
1

取締役　

　

上席執行役員　開

発担当兼人事担

当

釜下　保彦　 昭和28年７月20生　

昭和52年3月　 当社入社　

平成9年2月　 当社阪和堺店長　

平成12年2月　 当社寝屋川店長　

平成13年2月　 当社今福店長　

平成14年6月　 当社西神戸店長　

平成17年1月　 当社西脇店長　

平成19年3月　 当社和歌山店長　

平成20年2月　 当社上席執行役員販売統括部長　

平成21年2月　 当社上席執行役員開発担当兼人事

担当　

平成21年5月　 当社取締役上席執行役員就任、開発

担当兼人事担当（現任）

(注）３

　
9
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

(非常勤)　
　 山中　諄　 昭和18年２月１日生　

昭和40年4月 南海電気鉄道株式会社入社　

昭和62年7月　 同　自動車事業本部自動車部長

平成3年4月　 同　鉄道事業本部運輸部長　

平成5年6月　 同　理事　

平成7年6月　 同　取締役就任、鉄道事業本部次長　

平成8年6月　 同　取締役 鉄道営業本部副本部長

平成9年6月　 同　常務取締役就任、バス営業本部

長　

平成13年6月　 同　代表取締役社長就任　

平成14年6月　 同　代表取締役社長　創生120推進室

長　

平成17年6月　 同　代表取締役社長、執行役員進化

123計画推進室長　

平成19年6月　 同　代表取締役会長兼ＣＥＯ就任

（現任）　

平成21年5月　 当社非常勤取締役就任（現任）　

(注）２

・３　
－

取締役　(非

常勤）
　 和田　実 昭和33年10月16日生

昭和58年４月 当社入社

平成元年３月 当社仕入28部長

平成５年10月 当社多田店長

平成８年２月 当社店舗部長

平成10年６月 当社第三店舗運営部長　

平成11年３月 当社販売戦略室長

平成11年９月 当社営業企画室長

平成12年５月 当社取締役就任

平成13年２月 当社財務統括部長

平成17年１月 当社ロジスティックス統括部長

平成20年２月  当社非常勤取締役（現任）

 

平成20年３月

　（他の法人等の代表状況）

株式会社サン・ロジサービス代表

取締役社長（現任）

(注）３ 157

監査役

(常勤）
 田中　紳郎　 昭和25年10月22日　

昭和49年４月　中央信託銀行株式会社（現中央三

井信託銀行株式会社）入行　

平成7年3月　 同　名古屋駅前支店長　

平成9年5月　 同　大阪支店営業第二部長　

平成12年4月　 同　大阪中央営業部営業第二部長

平成12年10月 同　審査第四部長

平成13年7月　 同　審査第三部長　

平成15年7月　 中信リース株式会社入社　

平成15年10月 同　取締役就任、大阪支店長　

平成16年10月 中央三井信用保証株式会社入社、同

　取締役就任、大阪支店長　

平成21年4月　 当社顧問

平成21年5月　 当社監査役(常勤)就任（現任）

(注）１

・4
－

監査役

（常勤）
 荒木　文生 昭和22年１月１日生

昭和44年３月 当社入社

昭和55年３月 当社仕入15部長

平成３年３月 当社衣料商品部長

平成４年３月 当社衣料統括部長

平成７年２月 当社枚方店長

平成９年２月 三元株式会社（現株式会社テン

ファッションズ）へ出向

平成10年６月 当社衣料商品部長

平成11年５月 当社取締役就任

平成13年２月 当社和歌山店長

平成15年１月 当社業態開発担当兼スーパーセン

ター営業部長

平成15年７月 当社業態開発担当兼スーパーセン

ター営業部長兼八尾店長

平成16年５月 イズミヤカード株式会社代表取締

役社長就任

平成18年５月 当社監査役(常勤)就任（現任）

(注）７ 21
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

 監査役

（常勤） 
  三木　學 昭和22年2月17日生 

昭和44年３月 当社入社

昭和57年６月 当社和歌山店店長

昭和61年８月 当社仕入25部長

昭和62年３月 当社人事統括部人事部長

平成６年３月 当社営業本部ＳＶ統括部長

平成９年２月 当社営業本部販売部長

平成９年５月 当社取締役就任

平成12年２月 日泉総合管理株式会社（現㈱カン

ソー）専務取締役就任

平成12年５月 同代表取締役社長就任

平成15年６月 カナート株式会社代表取締役社長

就任

平成20年３月 当社顧問

平成20年５月 当社監査役（常勤）就任（現任）

(注）５ 2

監査役  村上　正巳 昭和31年６月14日生

昭和56年11月 司法試験合格

昭和59年４月 大阪弁護士会　弁護士登録

平成元年４月 小田・村上共同法律事務所開設

平成２年３月 当社顧問弁護士（現任）

平成５年４月 村上正巳法律事務所開設、現在に至

る

平成16年５月 当社監査役就任（現任）

(注）1

・５
3

監査役  末村　真一 昭和23年３月４日生

昭和45年４月 農林中央金庫入庫

平成３年１月 同　名古屋支店副支店長

平成６年１月 協同リース株式会社へ出向

平成９年６月 農林中央金庫総合事務室長

平成10年４月 同　札幌支店長

平成11年９月 宮城県信用農業協同組合連合会へ

出向

平成13年１月 イハラケミカル工業株式会社常務

取締役就任

平成15年１月 同　代表取締役常務取締役就任

平成16年１月 同　代表取締役専務取締役就任

平成19年１月 株式会社農林中金総合研究所顧問

平成19年５月 当社監査役就任（現任）

 

平成19年６月 

（他の法人等の代表状況）

株式会社永楽サービス代表取締役

社長就任（現任） 

(注）1

・6
1

    計 　 293

　（注）１．監査役　田中　紳郎氏、村上　正巳氏及び末村　真一氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
　　　　２．山中　諄氏は、会社法第２条第16号に定める社外取締役であります。
　　　　３．平成21年５月20日開催の定時株主総会の終結の時から１年間
　　　　４．平成21年５月20日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
　　　　５．平成20年５月21日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
　　　　６．平成19年５月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
 　　　 ７．平成18年５月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　　当社は、株主の皆様やお客様をはじめ、取引先、地域社会、従業員等の各ステークホルダーと良好な関係を築き、お

客様にご満足して頂ける商品やサービスの提供により長期安定的な成長を遂げながら、企業価値を最大化してい

くことが重要と考えております。この経営の基本方針を具現化するためには、経営の透明性向上と法令遵守を徹底

するためのコーポレート・ガバナンスの充実が重要であると認識し、グループ全体で経営効率の向上と企業倫理

の浸透、経営の健全性確保に努めております。

　株主や投資家の皆様に対しては、公正かつタイムリーな情報開示を進めるとともに、決算説明会や株主懇談会な

どのIR活動を通じて、より一層の経営の透明性向上を目指しております。

　

      当社のコーポレート・ガバナンス体制は、次のとおりであります。
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(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①会社の機関の内容

当社は、取締役・監査役制度を軸にしたコーポレート・ガバナンスの充実を図っております。

平成14年の商法改正により「委員会等設置会社」という新たな選択肢が設けられましたが、当社はこれには移

行せず、従来の「監査役設置会社」の形態を維持しております。これは社外監査役を含む監査役による監査機能

の充実と、取締役会を当社の事業に精通した取締役と独立性の高い社外取締役で構成することにより、経営の健

全性と透明性を確保するとともに、事業環境の変化に迅速に対応し、経営効率の維持及び向上が可能であると認

識しております。

取締役につきましては、その任期を１年とすることで信任の機会を増やすとともに、事業環境の変化に迅速に

対応できる経営体制を継続してまいります。

　監査役は５名で監査役会を構成しております。内、過半数の３名を独立性を確保した社外監査役とし、監査体制

の充実及び強化を図っております。また、社外監査役を含む常勤監査役が毎週開催されます常務会および執行役

員会に陪席し、経営の諸活動全般にわたる監理・運営の制度及び業務の遂行状況を適法性と適正性の観点から監

視しております。

　また、内部統制の充実を図るためのリスクマネジメント委員会とコンプライアンス委員会、財務情報の適時開示

と適正性確保のためのディスクロージャー委員会を設置しております。

　さらに、金融商品取引法に基づく内部統制報告制度への対応を、企業強化のインフラ整備の一環と位置付け、組

織の業務全般に係る財務情報を集約したものである財務報告の信憑性を確保するために、代表取締役直属の財務

内部統制室を新設し、財務報告に係る内部統制を運用するための体制を整備いたしました。今後は、代表取締役が

委員長を務める財務内部統制推進委員会が中心となり、財務内部統制の情報共有と運用の推進を図ります。

　総務統括部、関係会社統括部、監査室は、グループ各社の経営について関係各社の経営企画部門と連携して監理

・監督しております。

　また、社内における法令遵守の徹底を図るために「イズミヤ経営指針」、「イズミヤ行動規範」を制定するとと

もに、その内容を記載した「イズミヤハンドブック」を全従業員に配布し、コンプライアンスに関する社内研修

を適宜実施しております。

このような現体制の下で充分なガバナンス及び法令遵守がなされているものと認識しております。

②内部統制システムの整備の状況

内部統制の充実を図るため取締役会直轄の組織として「リスクマネジメント委員会」を設置しております。

「リスクマネジメント委員会」は取締役会の指示により、法令・定款の遵守を最優先課題として、当社及び当社

グループ会社の内部統制の整備と定期的なモニタリングを行い、取締役会に報告します。

さらに、適時・適切な情報開示を確保するためのルール策定を行う「ディスクロージャー委員会」及び環境問

題への取組みを推進する「環境委員会」を設置し、企業価値の維持・向上を図っております。

各部署につきましては、総務統括部はお客様のご意見・ご要望を承ると共に、法務、品質管理、環境と幅広い役

割を担っております。監査室は、内部監査を随時実施し、その監査結果をまとめた監査報告書は、社内で広く活用

されております。

 また、業務分掌規程や職務権限規程に基づいて取締役の職務執行が効率的に行われることを確保する体制を構

築するとともに、従業員に対して「ヘルプライン」を開設し、お互いが相互牽制できる体制を構築しております。

監査役は、重要会議への出席や重要事項の報告・閲覧などを通して、取締役の業務執行を随時監査する体制と

なっております。

③内部監査及び監査役監査の状況

内部監査部門（監査室）は９名で構成し、監査役会の機能充実のため常勤監査役との会合は定例的に年６回実

施しております。また、内部監査部門の作成した個店毎の監査報告書（全店舗分）は、常勤監査役３名に回付して

おります。その他、必要に応じて個別テーマに関する監査結果を常勤監査役３名が聴取しており、重要項目につい

ては、監査役会で非常勤監査役に説明・報告しております。

　監査役会は、会計監査人と定例的に会合を実施し、監査の方法及び結果等について報告を受け、意見交換を行っ

ております。

　その他必要に応じて会計監査人との意見交換や情報交換を行うなど連携を密にし、効率的な監査を実施するよ

う努めております。
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④会計監査の状況  

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、松山　康二氏、津田　多聞氏で、新日本有限責任監査法人に所属し、

法律の規定に基づいた監査を実施しております。また、当社の会計監査に係る補助者は公認会計士、会計士補等合

せて９名であります。　

⑤会社と会社の社外役員との人的関係、資本関係、又は取引関係その他の利害関係の概要　  

　社外取締役１名及び社外監査役３名は、当社及び当社の関係会社の出身者ではなく資本関係もありません。な

お、このうち村上　正巳氏は、当社の顧問弁護士であり、弁護士報酬については、当社と関連を有しない他の弁護士

と同様の条件によっております。

(3) リスク管理体制の整備状況  

　　当社は、リスク管理規程を定め、リスクの所在・種類を的確に把握し、リスク毎に管理部署を定めるとともに、リ

スクに組織横断的に対応するため、リスク管理部を設置して、危機管理の徹底を図っております。

　また、法令・定款の遵守、リスクマネジメントに関する１年間の取り組みを「コンプライアンス白書」として

記録に残し、抽出した課題は次年度の取組事項として改善を行っております。

(4) 役員報酬の内容

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は、以下のとおりであります。

取締役　　　   7名　　　　123百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  監査役　　　   6名　　　　 51百万円 (うち

社外監査役　20百万円）  

（5）監査報酬の内容 

当事業年度における当社の監査法人に対する監査報酬は、以下のとおりであります 。

①公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　　　34百万円

　②上記以外の業務に基づく報酬　　　　　　　　　　　　　　　 1百万円

(6)責任限定契約の内容の概要　

当社は、平成21年5月20日開催の第81期定時株主総会において、定款に社外取締役との責任限定契約及び社外監

査役との責任限定契約を新設し、社外取締役1名及び社外監査役３名それぞれと当社の間で、会社法第427条第１

項の規定に基づき、同法423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。ただし、当該契約に基

づき責任の限度額は、法令が規定する額としております。　

(7) 取締役の定数

当社の取締役は、10名以内とする旨定款に定めておりす。

(8) 取締役の選任

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席した株主総会において、その議決権の過半数をもって行う旨、また累積投票によらない旨、定款に定めて

おります。 

(9)自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって自己株式を取得することができる旨を定

款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を可能とすることを目的とするもの

であります。 

(10)剰余金の配当（中間配当）の決定機関

当社は、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）を、取締役会の決議により行うことができる

旨を定款に定めております。これは、剰余金の配当（中間配当）を取締役会の権限とすることにより、株主への機

動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。 

(11) 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めています。これは、株主総会における特

別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成19年３月１日から平成20年２月29日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成20年３月１日から平成21年２月28日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成

しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成19年３月１日から平成20年２月29日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成20年３月１日から平成21年２月28日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年３月１日から平成20年２月

29日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成19年３月１日から平成20年２月29日まで）の財務諸表について

は、新日本監査法人により監査を受け、また、当連結会計年度（平成20年３月１日から平成21年２月28日まで）の連

結財務諸表及び当事業年度（平成20年３月１日から平成21年２月28日まで）の財務諸表については、新日本有限責

任監査法人により監査を受けております。

　なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本有限責任監査法人となっ

ております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成20年２月29日）
当連結会計年度

（平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

資産の部        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   6,921   8,500  

２．受取手形及び売掛金   9,296   9,456  

３．たな卸資産 　  26,454   25,085  

４．前払費用   1,477   1,569  

５．繰延税金資産   1,717   1,657  

６．その他   13,876   12,768  

７．貸倒引当金   △961   △1,050  

流動資産合計   58,784 22.4  57,989 22.6

Ⅱ　固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物及び構築物 ※１ 162,751   167,764   

減価償却累計額  101,035 61,715  107,406 60,358  

２．機械装置及び運搬具  5,249   5,211   

減価償却累計額  4,385 863  4,521 690  

３．器具及び備品  22,915   22,468   

減価償却累計額  19,642 3,272  19,778 2,689  

４．土地 ※1  89,749   89,031  

５．建設仮勘定   658   140  

有形固定資産合計   156,259 59.5  152,910 59.5

(2）無形固定資産        

１．借地権   7,111   7,461  

２．のれん   603   484  

３．その他   2,590   2,450  

無形固定資産合計   10,305 3.9  10,396 4.0

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券 ※２  1,861   2,075  

２．敷金及び保証金 ※４  30,489   31,428  

３．繰延税金資産   1,633   106  

４．その他   3,372   2,548  

５．貸倒引当金   △84   △342  

投資その他の資産合計   37,272 14.2  35,816 13.9

固定資産合計   203,837 77.6  199,123 77.4

Ⅲ　繰延資産        

社債発行費   39   72  

　繰延資産合計   39 0.0  72 0.0

資産合計   262,661 100.0  257,185 100.0
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前連結会計年度

（平成20年２月29日）
当連結会計年度

（平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

負債の部        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形及び買掛金 ※５  25,822   27,860  

２．短期借入金   40,684   38,766  

３．コマーシャルペーパー   5,500   5,500  

４．未払法人税等   1,096   675  

５．未払消費税等   589   843  

６．未払費用   6,196   6,602  

７．ポイントカード引当金   1,031   1,126  

８．賞与引当金   1,195   1,198  

９. 役員賞与引当金   18   17  

10．利息返還損失引当金   47   96  

11.商品券回収損失引当金　   －   147  

12．その他   5,680   5,431  

流動負債合計   87,864 33.5  88,267 34.3

Ⅱ　固定負債        

１．社債   5,031   12,100  

２．長期借入金   52,874   42,958  

３．退職給付引当金   1,231   1,203  

４．役員退職慰労引当金   223   269  

５．預り保証金   6,720   6,452  

６．その他   2,445   2,301  

固定負債合計   68,526 26.1  65,285 25.4

負債合計   156,390 59.6  153,552 59.7

純資産の部 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  39,066 14.9  39,066 15.2

２．資本剰余金 　  47,076 17.9  45,991 17.9

３．利益剰余金 　  20,902 7.9  20,847 8.1

４．自己株式 　  △1,149 △0.4  △2,546 △1.0

　　株主資本合計 　  105,896 40.3  103,358 40.2

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  99 0.0  25 0.0

　　評価・換算差額等合計 　  99 0.0  25 0.0

Ⅲ　少数株主持分 　  275 0.1  249 0.1

純資産合計 　  106,270 40.4  103,632 40.3

負債純資産合計 　  262,661 100.0  257,185 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   370,813 100.0  370,711 100.0

Ⅱ　売上原価   260,118 70.1  260,273 70.2

売上総利益   110,694 29.9  110,437 29.8

Ⅲ　営業収入   10,252 2.7  10,419 2.8

営業総利益   120,947 32.6  120,857 32.6

Ⅳ　販売費及び一般管理費        

１．宣伝装飾費  6,062   6,178   

２．包装・配送運搬費  5,558   5,608   

３．従業員給与手当  39,922   40,815   

４．賞与  3,096   3,260   

５．賞与引当金繰入額  991   950   

６．貸倒引当金繰入額　  645   670   

７．退職給付費用  682   954   

８．役員退職慰労引当金繰
入額

 56   53   

９．水道光熱費  6,234   6,627   

10．地代家賃・リース料  13,941   14,058   

11．事業所税  662   652   

12．減価償却費  6,253   6,779   

13.その他  30,047 114,153 30.8 28,909 115,517 31.2

営業利益   6,794 1.8  5,339 1.4

Ⅴ　営業外収益        

１．受取利息  21   15   

２．受取配当金  44   32   

３．受取地代家賃  60   48   

４．その他  417 544 0.1 427 524 0.1

Ⅵ　営業外費用        

１．支払利息  1,318   1,339   

２．持分法による投資損失  194   11   

３．その他  275 1,788 0.4 324 1,674 0.4

経常利益   5,551 1.5  4,189 1.1

Ⅶ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※１ －   737   

２．投資有価証券売却益  0   －   

３．貸倒引当金戻入益  196   6   

４．その他  142 339 0.1 23 766 0.2
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前連結会計年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅷ　特別損失        

１．固定資産除却損  239   174   

２．固定資産売却損 ※２ 50   63   

３．固定資産減損損失 ※３ 468   634   

４．投資有価証券売却損  271   －   

５．その他  341 1,370 0.4 837 1,710 0.4

税金等調整前当期純利
益

  4,519 1.2  3,245 0.9

法人税、住民税及び事業
税

 2,047   622   

法人税等調整額  447 2,495 0.7 1,651 2,274 0.6

少数株主利益   13 0.0  5 0.0

当期純利益   2,010 0.5  965 0.3
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年２月28日 残高（百万円） 39,066 47,060 19,934 △295 105,765

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当　   △1,042  △1,042

当期純利益   2,010  2,010

自己株式の取得    △1,027 △1,027

自己株式の処分  16  172 189

株主資本以外の項目の連結会計年度中
の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計（百万円） － 16 968 △854 130

平成20年２月29日 残高（百万円） 39,066 47,076 20,902 △1,149 105,896

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

平成19年２月28日 残高（百万円） 443 443 268 106,476

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当　    △1,042

当期純利益    2,010

自己株式の取得    △1,027

自己株式の処分    189

株主資本以外の項目の連結会計年度中
の変動額（純額）

△343 △343 7 △336

連結会計年度中の変動額合計（百万円） △343 △343 7 △205

平成20年２月29日 残高（百万円） 99 99 275 106,270

当連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成20年２月29日 残高（百万円） 39,066 47,076 20,902 △1,149 105,896

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当　   △1,020  △1,020

当期純利益   965  965

自己株式の取得    △2,483 △2,483

自己株式の処分  0  0 1

自己株式の消却　  △1,085  1,085 －

株主資本以外の項目の連結会計年度中
の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計（百万円） － △1,085 △55 △1,397 △2,538

平成21年２月28日 残高（百万円） 39,066 45,991 20,847 △2,546 103,358

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

平成20年２月29日 残高（百万円） 99 99 275 106,270

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当　    △1,020

当期純利益    965
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評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

自己株式の取得    △2,483

自己株式の処分    1

自己株式の消却　    －

株主資本以外の項目の連結会計年度中
の変動額（純額）

△73 △73 △26 △100

連結会計年度中の変動額合計（百万円） △73 △73 △26 △2,638

平成21年２月28日 残高（百万円） 25 25 249 103,632
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

区分 注記
番号 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  4,519 3,245

減価償却費  6,661 7,111

固定資産減損損失  468 634

有形固定資産除売却損  271 200

有形固定資産売却益  － △737

有価証券売却益  0 －

有価証券売却損  271 －

貸倒引当金の増加（△減少）額  41 286

退職給付引当金の増加（△減少）額  13 △28

受取利息及び受取配当金  △66 △48

支払利息  1,318 1,339

売上債権の減少（△増加）額  △1,381 △104

たな卸資産の減少（△増加）額  △412 1,741

仕入債務の増加（△減少）額  1,184 1,538

未払消費税等の増加（△減少）額  △20 238

役員賞与の支払額  △43 △18

その他  286 764

小計  13,114 16,163

利息及び配当金の受取額  66 48

利息の支払額  △1,306 △1,298

法人税等の支払額  △2,891 △1,035

営業活動によるキャッシュ・フロー  8,983 13,878

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

投資有価証券の売却による収入  1,018 －

投資有価証券の取得による支出  △34 △326

有形固定資産の売却による収入  196 2,921

有形固定資産の取得による支出  △4,670 △3,481

連結範囲の変更を伴う子会社株式取得による支出　  － △662

敷金保証金回収による収入  738 1,788

敷金保証金差入による支出  △870 △2,524

預り保証金受入による収入  222 206

預り保証金返済による支出  △688 △504

短期貸付金の回収による収入  10,092 10,284

短期貸付金の実行による支出  △10,466 △10,016

その他  △1,084 △407

投資活動によるキャッシュ・フロー  △5,546 △2,721

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

コマーシャル・ペーパーの純増減額  △4,000 －

短期借入金の純増減額  582 1,521

長期借入れによる収入  18,870 14,538

長期借入金の返済による支出  △13,176 △29,469

社債の発行による収入  4,500 7,600

社債の償還による支出  △7,996 △732

自己株式の処分による収入  189 0

自己株式の取得による支出  △1,027 △2,483

配当金の支払額  △1,048 △1,020

財務活動によるキャッシュ・フロー  △3,107 △10,049

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額  329 1,106

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  6,581 6,911

Ⅵ　連結対象会社増加に伴う現金及び現金同等物増加高  － 473

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高  6,911 8,490
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１．連結の範囲に関する事項 　子会社21社、全てを連結範囲に含めてお

ります。

　その主なものは、イズミヤカード㈱、他20

社であります。

 日泉総合管理㈱は、平成19年３月１日に

㈱イズミ総合サービス及びマトバ㈱を吸

収合併し、会社名を㈱カンソーに変更いた

しました。

　子会社23社を連結の範囲に含めておりま

す。

　その主なものは、イズミヤカード㈱、他22

社であります。

 大阪デリカ㈱は、平成20年3月1日に会社

名を㈱デリカ・アイフーズに変更いたし

ました。

　㈱はやしは、株式の追加取得により、平成

20年12月より持分法適用会社から連結子

会社へ変更しております。

　㈱カンソーが100％出資により、平成20年

12月に設立しました㈱カンソー堺を新た

に連結の範囲に含めております。

　なお、平成20年5月に設立いたしました蘇

州億珠美亜商貿有限公司は、総資産、売上

高、当期純利益および利益剰余金等は、い

ずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため、連結の範囲から除外して

おります。

２．持分法の適用に関する事

項

関連会社の㈱はやしを持分法適用してお

ります。なお、アイク㈱は、平成19年８月20

日付けで全株式を譲渡したため持分法の

適用から除外しております。

㈱はやしは、株式の追加取得により、平成

20年12月より持分法適用会社から連結子

会社へ変更しております。

　　　　

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決

算日と一致しております。

同左

４．会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的債券

　償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの

　　　　　　決算期末日前１ヶ月間の市場価格

等の平均に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は主とし

て移動平均法により算定して

おります。）

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的債券

同左

その他有価証券

時価のあるもの

　　　　　　　　　同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 デリバティブ

　時価法

デリバティブ

同左

 ②　たな卸資産

商品

　売価還元法による原価法

商品不動産

　個別法による原価法

②　たな卸資産

商品

同左

　　　　──── 
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方
法

①　有形固定資産

　建物（建物附属設備を除く）は定額

法、建物以外は定率法を採用しており

ます。

　なお、主な資産の耐用年数は以下の

とおりであります。

建物　　　　　３年～39年
構築物　　　　３年～60年
機械装置　　　５年～17年
器具及び備品　３年～20年

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方
法

①　有形固定資産

同左

 ②　少額減価償却資産

　取得価額が10万円以上20万円未満の
資産については、３年均等償却をおこ

なっております。

②　少額減価償却資産

同左

 ③　無形固定資産　定額法

　なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

③　無形固定資産　同左

同左

　 ④　長期前払費用　均等額償却 ④　長期前払費用　同左

　 (3)繰延資産の処理方法 

 社債発行費

 償還期間にわたり均等償却しており

ます。

(3)繰延資産の処理方法 

 社債発行費

 　　　　　　同左

　 (4）重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒れ懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込み額を計上しておりま

す。

(4）重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、

当連結会計年度に対応する額を計上

しております。

②　賞与引当金

同左

 ③　役員賞与引当金 

　　役員の賞与の支払に備えるため、当連

結会計年度における支給見込み額に

基づき計上しております。

③　役員賞与引当金 

　　　　　　　同左

 ④　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込み額に基づき

計上しております。

  数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（15
年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしております。

④　退職給付引当金

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 ⑤　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、連結子会社の一部は内規に基づく

連結会計年度末要支給額を計上して

おります。

⑤　役員退職慰労引当金

　　　　　　同左

 ⑥　ポイントカード引当金

　ポイントカード制度に基づき顧客へ

付与したポイントの利用に備えるた

め、将来利用されると見込まれる額を

計上しております。

⑥　ポイントカード引当金

同左

 ⑦　利息返還損失引当金 

　将来の利息返還請求に備えるため、

過去の返還実績等を勘案した必要額

を計上しております。 

⑦　利息返還損失引当金 

　　　　　　同左

 　

　　　　 ────── 

⑧　商品券回収損失引当金　

　商品券が負債計上中止後に回収され

た場合に発生する損失に備えるため、

過去の実績に基づく将来の回収見込

み額を計上しております。

 (5）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

(5）重要なリース取引の処理方法

同左

 (6）重要なヘッジの会計処理

①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについて、特例の要件

を満たしている場合は、特例処理を採

用しております。

(6）重要なヘッジの会計処理

①　ヘッジ会計の方法

同左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　当連結会計年度にヘッジ会計を適用

したヘッジ手段とヘッジ対象は以下

のとおりであります。

ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③　ヘッジ方針

　金利関連のデリバティブ取引につい

ては、変動金利を固定に変換する目的

で金利スワップ取引をしているのみ

であり、投機目的取引及びレバレッジ

効果の高いデリバティブ取引は行わ

ない方針であります。

③　ヘッジ方針

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 ④　ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップ取引については、利息

の受払条件及び契約期間がヘッジ対

象となる借入金とほぼ同一であるこ

とから、有効性の判断は省略しており

ます。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (7）その他の重要な事項

イ　消費税等の会計処理方法

　税抜方式を採用しております。

ロ　連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

(7）その他の重要な事項

イ　消費税等の会計処理方法

同左

ロ　連結納税制度の適用

　　　　　　同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

  のれん及び負ののれんの償却について

は、10年間で均等償却することとしており

ます。ただし、金額が僅少な場合には当勘

定が生じた連結会計年度の損益として処

理することとしております。

  　　　　　　　同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　手元現金、要求払預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に満期日または償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左
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重要な会計方針の変更

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

  (企業結合に係る会計基準）   　　　　　　　　 ────── 

 　当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」
（「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」
（企業会計審議会　平成15年10月31日））及び「事業分離
等に関する会計基準」（企業会計基準第7号　平成17年12
月27日）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計
基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　
平成17年12月27日）を適用しております。

 　

  

 （固定資産の減価償却方法の変更）

　当連結会計年度より、法人税法の改正（（所得税法等の
一部を改正する法律　平成19年３月30日　法律第６号）お
よび（法人税法施行令の一部を改正する政令　平成19年３
月30日　政令第83号））に伴い、平成19年４月１日以降に
取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基
づく減価償却の方法に変更しております。
　これにより、従来と同一の方法によった場合と比べ、減価
償却費は86百万円増加し、営業利益、経常利益、税金等調整
前当期純利益はそれぞれ同額減少しております。
　なお、セグメント情報に与える影響は、当該個所に記載し
ております。
　また、当該処理の変更が下期に行われたのは、当社グルー
プ各社のシステム変更作業が当下期に完了したことによ
るものであります。従って、当中間連結会計期間において
当連結会計年度と同様の方法を採用した場合に比べ、減価
償却費は13百万円減少し、営業利益、経常利益、税金等調整
前中間純利益はそれぞれ同額増加しております。

 　　　　　 　　　　────── 

　

　　　　　　 　　　────── 

　

　(長期未回収商品券に係る会計処理）
　当連結会計年度より、「租税特別措置法上の準備金及び
特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金
等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査
・保証実務委員会報告第42号　平成19年4月13日）が公表
されたことに伴い、 従来、未回収の商品券について、債務
履行の可能性を考慮して一定の期間が経過したものにつ
いては、負債計上を中止し、その発行価額を営業外収益に
計上しておりましたが、当該商品券が負債計上中止後に回
収された場合に発生する損失に備えるため、過去の実績に
基づく将来の回収見込額を商品券回収損失引当金として
計上しております。
　この結果、従来の方法に比べ、経常利益が9百万円減少し、
税金等調整前当期純利益が147百万円減少しております。

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 （連結貸借対照表）

 　前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲記

されていたものは、当連結会計年度より「のれん」と表示

しております。 

　　　　　　　

 （連結貸借対照表）

 　　　　　　　　　 ────── 
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追加情報

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 　　　　　　　　 ────── （固定資産の減価償却方法の変更） 

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正((所得税法等

の一部を改正する法律　平成19年3月30日　法律第6号)及び

(法人税法施行令の一部を改正する政令　平成19年3月30日

　政令第83号))に伴い、平成19年3月31日以前に取得した有

形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により、取得価額の5％に到達した連結会

計年度の翌連結会計年度より、取得価額の5％相当額と備

忘価額との差額を5年間にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。

　この結果、従来の方法に比べ、営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益がそれぞれ637百万円減少しており

ます。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該個所に記載し

ております。

 

　 （商品不動産）

　 　当連結会計年度において、保有目的の変更により商品不

動産から土地へ74百万円、商品不動産から建物及び構築物

へ80百万円をそれぞれ振替えております。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成20年２月29日）

当連結会計年度
（平成21年２月28日）

※１．㈱三井住友銀行他に対する長期借入金229百万円及

び銀行取引、手形債務、小切手債務等に対して次のと

おり担保に供しております。

※１．㈱三井住友銀行他に対する短期借入金700百万円、

長期借入金319百万円及び銀行取引、手形債務、小切手

債務等に対して次のとおり担保に供しております。

建物     7,314百万円

土地      7,602百万円

建物   7,414百万円

土地    8,817百万円

※２．関連会社に対する主なものは次のとおりでありま

す。

　　                ──────

関連会社株式

（投資有価証券）
      337 百万円

　

　
      　  

　３．（借手側）

　一部の連結子会社においては、資金調達の安定性と

機動性を高め、資金調達力の強化を図るため取引銀行

と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結

しております。これら契約に基づく当連結会計年度末

の借入未実行残高は、次のとおりであります。

　３．（借手側）

　一部の連結子会社においては、資金調達の安定性と

機動性を高め、資金調達力の強化を図るため取引銀行

と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結

しております。これら契約に基づく当連結会計年度末

の借入未実行残高は、次のとおりであります。

当座貸越極度額及び貸出コミット

メントの総額
     7,830百万円

借入実行残高      3,585百万円

差引額  4,245百万円

当座貸越極度額及び貸出コミット

メントの総額
5,730百万円

借入実行残高    1,220百万円

差引額  4,510百万円

（貸手側）

　当社連結子会社イズミヤカード㈱においては、カー

ドローン及びクレジットカード業務に附帯する

キャッシング業務等を行っております。当業務におけ

る当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る貸出

未実行残高は次のとおりであります。

（貸手側）

　当社連結子会社イズミヤカード㈱においては、カー

ドローン及びクレジットカード業務に附帯する

キャッシング業務等を行っております。当業務におけ

る当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る貸出

未実行残高は、次のとおりであります。

当座貸越極度額及び貸出コミット

メントの総額
   147,654百万円

貸出実行残高      8,890百万円

差引額    138,764百万円

当座貸越極度額及び貸出コミット

メントの総額
 142,329百万円

貸出実行残高 8,643百万円

差引額    133,686百万円

　なお、上記当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約においては、借入人の資金使途、信用状態等に関す

る審査を貸出の条件としているものが含まれている

（当連結会計年度末の未実行残高 138,764百万円）た

め、必ずしも全額が貸出実行されるものではありませ

ん。

　なお、上記当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約においては、借入人の資金使途、信用状態等に関す

る審査を貸出の条件としているものが含まれている

（当連結会計年度末の未実行残高133,686百万円）た

め、必ずしも全額が貸出実行されるものではありませ

ん。

※４．偶発債務 ※４．偶発債務

　貸借対照表に計上した差入保証金のほか、債権譲渡

契約に基づく債権流動化を行っております。差入保証

金譲渡残高は、1,814 百万円であります。

　貸借対照表に計上した差入保証金のほか、債権譲渡

契約に基づく債権流動化を行っております。差入保証

金譲渡残高は、896百万円であります。

　　　　　　　────── ※５．連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度の末日が金融機関の休業日であった

ため、下記の連結会計年度末日満期手形が連結会計年

度末残高に含まれております。

支払手形　　　　　　　　　12百万円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

※１．　　　　　　　────── ※１．固定資産売却益の内訳は、土地736百万円、その他0

百万円であります。

※２．固定資産売却損の内訳は、土地25百万円、建物及び

構築物20百万円、その他4百万円であります。

※２．固定資産売却損の内訳は、土地60百万円、その他2百

万円であります。

※３．当連結会計年度において、以下の資産グループにお

いて減損損失を計上いたしました。

※３．当連結会計年度において、以下の資産グループにお

いて減損損失を計上いたしました。

用途 種類
減損損失
（百万円）

店舗

西脇店（兵庫県西脇市）
他

　

　

建物及び
構築物 

その他

 

123

344

合計 468

用途 種類
減損損失
（百万円）

店舗

今福店（大阪市城東区）
他

　

　

建物及び
構築物 

その他

 

102

532

合計 634

　キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗

を基本単位として、また、貸与資産については物件毎

にグルーピングしております。

　営業活動から生じる損益が継続してマイナスである

店舗における資産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失

に計上いたしました。

　なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定し、

不動産鑑定評価基準に基づいた不動産鑑定士による

評価額を基準としております。

　キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗

を基本単位として、また、貸与資産については物件毎

にグルーピングしております。

　営業活動から生じる損益が継続してマイナスである

店舗における資産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失

に計上いたしました。

　なお、回収可能価額は、正味売却価額を零として評価

しております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 87,291 － － 87,291

合計 87,291 － － 87,291

自己株式     

普通株式（注）１,２ 580 2,014 339 2,255

合計 580 2,014 339 2,255

 　　　　（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加2,014千株は、取締役会の決議による自己株式取得による増加2,000
千株、単元未満株式の買取りによる増加14千株であります。

 　　　　　　　 ２．普通株式の自己株式の株式数の減少339千株は、単元未満株式の売渡しによる減少3千株、ストック・オプ
ションの行使による減少336千株であります。　　　　　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

　

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月23日

定時株主総会
普通株式 520 6.0 平成19年２月28日 平成19年５月24日

平成19年10月3日

取締役会
普通株式 522 6.0 平成19年８月31日 平成19年11月９日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成20年５月21日

定時株主総会
普通株式 510 利益剰余金 6.0 平成20年２月29日 平成20年５月22日

当連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式（注）１ 87,291 － 2,000 85,291

合計 87,291 － 2,000 85,291

自己株式     

普通株式（注）２、３ 2,255 4,437 2,001 4,691

合計 2,255 4,437 2,001 4,691

 　　　  （注）1．普通株式の発行済株式の株式数の減少2,000千株は、取締役会の決議による自己株式の消却によるもので
あります。　　　　　　　

　　　　　　　２．普通株式の自己株式の株式数の増加4,437千株は、取締役会の決議による自己株式取得による増加4,418千株、
単元未満株式の買取りによる増加19千株であります。

 　　　　　　 ３．普通株式の自己株式の株式数の減少2,001千株は、取締役会の決議による自己株式の消却による減少2,000千
株、単元未満株式の売渡しによる減少1千株であります。　　　　　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

　

３．配当に関する事項
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(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月21日

定時株主総会
普通株式 510 6.0 平成20年２月29日 平成20年５月22日

平成20年10月8日

取締役会
普通株式 510 6.0 平成20年８月31日 平成20年11月10日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成21年５月20日

定時株主総会
普通株式 483 利益剰余金 6.0 平成21年２月28日 平成21年５月21日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載

されている科目の関係

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載

されている科目の関係

現金及び預金 6,921百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金   △9百万円

現金及び現金同等物 6,911百万円

現金及び預金 8,500 百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金   △10 百万円

現金及び現金同等物 8,490百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
(百万円)

建物及び構築
物

87 85 － 2

機械装置及び
運搬具

277 110 － 166

器具及び備品 16,674 8,057 496 8,121

(無形固定資産
)     

その他 1,991 1,100 － 890

合計 19,030 9,354 496 9,179

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
(百万円)

建物及び構築
物

2,202 119 － 2,083

機械装置及び
運搬具

219 84 － 134

器具及び備品 14,464 7,106 302 7,055

(無形固定資産
)     

その他 1,988 1,389 － 599

合計 18,875 8,699 302 9,873

　（注）１．取得価額相当額の算定は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法によって

おります。

２．「（無形固定資産）その他」は「ソフト開

発費等」であります。

　（注）１．　　　　　　同左

　

　

　

　　　　 ２．　　　　　　同左

②　未経過リース料期末残高相当額等 ②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内     2,983百万円

１年超        6,691百万円

合計       9,675百万円

 リース資産減損勘定の残高    496百万円

未経過リース料期末残高相当額

１年内 2,592百万円

１年超        7,583百万円

合計    10,175百万円

 リース資産減損勘定の残高    302百万円　

　（注）　未経過リース料期末残高相当額の算定は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法に

よっております。

　（注）　　　　　　　　同左

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

支払リース料        2,769百万円

リース資産減損勘定の取崩額      　240百万円

 減価償却費相当額      2,769百万円

 減損損失    302百万円

支払リース料       2,736百万円

リース資産減損勘定の取崩額      　 209百万円

 減価償却費相当額       2,736百万円

 減損損失       15百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　　同左
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前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

（貸主側）

①　リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損失累

計額及び期末残高

（貸主側）

①　リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損失累

計額及び期末残高

 
取得価額
(百万円)

減価償却累
計額

(百万円)

期末残高
(百万円)

器具及び備品 11 7 3

合計 11 7 3

 
取得価額
(百万円)

減価償却累
計額

(百万円)

期末残高
(百万円)

器具及び備品 11 9 1

合計 11 9 1

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年内  2  百万円

１年超  1  百万円

合計 3 百万円

１年内     1百万円

１年超    －百万円

合計   1百万円

③　受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 ③　受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 2百万円

減価償却費 2百万円

受取利息相当額 0百万円

受取リース料  2百万円

減価償却費  2百万円

受取利息相当額  0百万円

④　利息相当額の算定方法

　リース料総額と見積残存価額の合計額からリース物

件の購入価額を控除した額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によっております。

④　利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

１年内 5,897百万円

１年超 41,888百万円

合計 47,785百万円

１年内      6,109百万円

１年超    43,980百万円

合計    50,089百万円
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はありません。

　

 　　　　 ２．その他有価証券で時価のあるもの

 種類

前連結会計年度（平成20年２月29日） 当連結会計年度（平成21年２月28日）

取得原価
（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 616 964 347 326 702 375

(2)債券       

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 616 964 347 326 702 375

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 419 249 △170 1,087 752 △335

(2)債券       

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 419 249 △170 1,087 752 △335

合計 1,035 1,213 177 1,414 1,455 40

３．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自平成19年３月１日　至平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自平成20年３月１日　至平成21年２月28日）

売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

1,252 0 271 － － －

４．時価評価されていない主な有価証券の内容

種類
前連結会計年度（平成20年２月29日） 当連結会計年度（平成21年２月28日）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

(1)満期保有目的の債券 － －

(2)その他有価証券   

非上場株式 644 619

投資事業組合出資 3 1

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

(1）取引の内容
　当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワッ

プ取引であります。

(1）取引の内容
同左

(2）取引に対する取組方針
　当社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動による

リスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない

方針であります。

(2）取引に対する取組方針
同左

(3）取引の利用目的
　当社のデリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利

市場における利率上昇による変動リスクを回避する目

的で利用しております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行って

おります。

(3）取引の利用目的
同左

ヘッジ会計の方法

　金利スワップについて、特例の要件を満たしている

場合は、特例処理を採用しております。

 

ヘッジ手段とヘッジ対象

　当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段

とヘッジ対象は以下のとおりであります。

ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金

 

ヘッジ方針

 金利関連のデリバティブ取引については、変動金利

を固定に変換する目的で金利スワップ取引をしてい

るのみであり、投機目的取引及びレバレッジ効果の高

いデリバティブ取引は行わない方針であります。

 

ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップ取引については、利息の受払条件及び

契約期間がヘッジ対象となる借入金とほぼ同一であ

ることから、有効性の判断は省略しております。

 

(4）取引に係るリスクの内容
　当社のデリバティブ取引は、市場金利の変動によるリ

スクはほとんどないと認識しております。

　また、当社のデリバティブ取引の契約先は信用度の高

い金融機関等であるため、相手方の契約不履行によるリ

スクはほとんどないと認識しております。

(4）取引に係るリスクの内容
同左

(5）取引に係るリスク管理体制
　デリバティブ取引の執行・管理については、金利動向

等の見通しを踏まえた資金運用計画に基づき、資金担当

部門が立案し、常務会の審議、承認の後、所定の決裁手続

きを経て行われております。

(5）取引に係るリスク管理体制
同左

２．取引の時価等に関する事項

　　　　　デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

金利関連

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

　当社グループが行っているデリバティブ取引は、全て

ヘッジ会計が適用されているため記載の対象から除いて

おります。

同左
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び一部の連結子会社は、確定給付の制度として、退職一時金制度、及び確定給付企業年金制度を設けて

おります。

２．退職給付債務及びその内訳

  
前連結会計年度

（平成20年２月29日）
当連結会計年度

（平成21年２月28日）  

 (1）退職給付債務（百万円） △13,967 △13,610  

 (2）未認識過去勤務債務（百万円） 118 97  

 (3）未認識数理計算上の差異（百万円） 859 4,308  

 (4）会計基準変更時差異の未処理額（百万円） － －  

 (5）年金資産（百万円） 11,760 8,001  

 (6）貸借対照表計上額純額（百万円） △1,231 △1,203  

 (7）前払年金費用（百万円） － －  

 (8）退職給付引当金（百万円） △1,231 △1,203  

　（注）　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用の内訳

  
前連結会計年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 

退職給付費用    

 (1）勤務費用（百万円） 893 929  

 (2）利息費用（百万円） 346 349  

 (3）期待運用収益（減算）（百万円） △485 △411  

 (4）過去勤務債務の費用処理額（百万円） 20 20  

 (5）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） △92 67  

 
(6）会計処理基準変更時差異の費用処理額

（百万円）
－ －  

 (7）退職給付費用（百万円） 682 954  

　（注）　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は勤務費用に計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

（平成20年２月29日）
当連結会計年度

（平成21年２月28日）

(1）割引率（％） 2.5 2.5

(2）期待運用収益率（％） 3.5 3.5

(3）退職給付見込額の期間配分方法 ポイント基準 同左

(4）過去勤務債務の額の処理年数（年） 15 15

(5）数理計算上の差異の処理年数（年） 15 15

 

数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（15年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。

同左

(6）会計基準変更時差異の処理年数 － －
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成15年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数

当社ならびに当社50％以上出資会社

の取締役63名、監査役４名及び従業

員797名

ストック・オプション数（株） 普通株式1,145,000株

付与日 平成15年５月７日

権利確定条件
権利確定条件は付されておりませ

ん。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
平成16年５月24日から平成19年５月

23日まで

(注）株式数に換算して記載しております。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成15年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 433,000

権利確定 －

権利行使 336,000

失効 97,000

未行使残 －

②　単価情報

 
平成15年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 557

行使時平均株価　　　　　（円） 911

公正な評価単価（付与日）（円） －

当連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

 

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

(1）繰延税金資産の主な原因別内訳 (1）繰延税金資産の主な原因別内訳

繰延税金資産（流動）  

未払事業所税   260百万円

貸倒引当金繰入超過額 242百万円

賞与引当金繰入超過額 487百万円

ポイントカード引当金 394百万円

その他   333百万円

合計 1,717百万円

繰延税金資産（流動）  

未払事業所税 233百万円

貸倒引当金繰入超過額 223百万円

賞与引当金繰入超過額 487百万円

ポイントカード引当金 425百万円

その他  287百万円

合計 1,657百万円

繰延税金資産（固定）  

固定資産減損損失 3,362百万円

商品不動産評価減  1,415百万円

退職給付引当金繰入超過額  1,075百万円

その他有価証券評価差額金 △70百万円

退職給付信託設定益 △479百万円

土地圧縮積立金 △1,581百万円

建物圧縮積立金 　△960百万円

その他 　  36百万円

小計 2,796 百万円

評価性引当額 △1,163百万円

合計 1,633百万円

繰延税金資産（固定）  

固定資産減損損失 3,283百万円

退職給付引当金繰入超過額 1,197百万円

その他有価証券評価差額金 △11百万円

退職給付信託設定益 △479百万円

土地圧縮積立金 △1,581百万円

建物圧縮積立金 △925百万円

その他 432百万円

小計 1,914百万円

評価性引当額 △1,808百万円

合計 106百万円

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率

との差異原因

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率

との差異原因

国内の法定実効税率 40.6％

（調整）  

評価性引当額 7.2％

住民税均等割 5.7％

その他 　1.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 55.2％

国内の法定実効税率 40.6％

（調整）  

評価性引当額 19.9％

住民税均等割 7.8％

その他 1.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 70.1％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

 
総合小売業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　営業収益及び営業損益      

営業収益      

(1）外部顧客に対する営業収益 364,474 16,592 381,066 － 381,066

(2）セグメント間の内部営業収益

又は振替高
865 27,965 28,831 (28,831) －

計 365,339 44,557 409,897 (28,831) 381,066

営業費用 361,106 41,765 402,871 (28,599) 374,272

営業利益 4,233 2,792 7,025 (231) 6,794

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及び

資本的支出
     

資産 226,970 43,350 270,321 (7,659) 262,661

減価償却費 5,168 1,493 6,661 (0) 6,661

減損損失 464 3 468 － 468

資本的支出 5,521 1,134 6,656 (935) 5,721

　（注）１．事業区分の方法は、当社グループが採用している売上集計区分によっております。

２．その他事業の内容は、リース業、不動産業、物流受託業、各種サービス業他であります。

３．減価償却費及び資本的支出には敷金及び保証金、長期前払費用とその償却額が含まれております。

４．重要な会計方針の変更

  重要な会計方針の変更に記載のとおり、当連結会計年度より、法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正す

る法律　平成19年３月30日　法律第６号）および（法人税法施行令の一部を改正する政令　平成19年３月30日　政

令第83号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変更

しております。

　これにより、従来と同一の方法によった場合と比べ、当連結会計年度の総合小売業の減価償却費は67百万円増加

し、その他事業の減価償却費は18百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しております。

当連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

 
総合小売業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　営業収益及び営業損益      

営業収益      

(1）外部顧客に対する営業収益 365,446 15,684 381,131 － 381,131

(2）セグメント間の内部営業収益

又は振替高
705 22,453 23,158 (23,158) －

計 366,151 38,138 404,289 (23,158) 381,131

営業費用 363,094 35,802 398,897 (23,105) 375,791

営業利益 3,057 2,335 5,392 (53) 5,339

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及び

資本的支出
     

資産 222,369 41,110 263,480 (6,295) 257,185

減価償却費 5,806 1,306 7,112 (0) 7,111

減損損失 634 0 634 － 634
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総合小売業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

資本的支出 5,448 551 5,999 (668) 5,331

　（注）１．事業区分の方法は、当社グループが採用している売上集計区分によっております。

２．その他事業の内容は、リース業、不動産業、物流受託業、各種サービス業他であります。

３．減価償却費及び資本的支出には敷金及び保証金、長期前払費用とその償却額が含まれております。

４．（追加情報）

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律　平成19年3月30日　法律第6号)及

び(法人税法施行令の一部を改正する政令　平成19年3月30日　政令第83号))に伴い、平成19年3月31日以前に取得し

た有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により、取得価額の5％に到達した

連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の5％相当額と備忘価額との差額を5年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上しております。

　この結果、従来の方法に比べ、当連結会計年度の減価償却費は、総合小売業において611百万円、その他事業にお

いて25百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しております。

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度及び当連結会計年度については、連結会社は全て本邦内所在のため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　前連結会計年度及び当連結会計年度については、海外売上高がいずれも連結売上高の10％未満のため海外売上

高の記載を省略しております。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

役員及び個人主要株主等 　

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の
内容又
は職業

議決権等の
所有(被所有
)割合
（％）

関係内容
取引の
内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の兼

任等
事業上の関
係

役員 村上正巳 － －
当社　
監査役

　　　0.0 － －
弁護士
報酬

1 　 － －

(注）１．弁護士報酬については、一般の取引と同様な条件で行っております。 

 　　　　２．上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。

当連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

役員及び個人主要株主等 　

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の
内容又
は職業

議決権等の
所有(被所有
)割合
（％）

関係内容
取引の
内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の兼

任等
事業上の関
係

役員 村上正巳 － －
当社　
監査役

　　　0.0 － －
弁護士
報酬

5
未払費
用

1

(注）１．弁護士報酬については、一般の取引と同様な条件で行っております。 

 　　　　２．上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。
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（企業結合等関係）

 前連結会計期間（自平成19年３月１日　至平成20年２月29日）

　１.　結合当事企業または対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並

びに取引の目的を含む取引の概要 

 　（1）結合当事企業または対象となった事業の名称及びその事業の内容

 　　 ①結合企業

              名称　　　　日泉総合管理株式会社（連結子会社）

 　　　 事業の内容　建物・駐車場の保守管理、警備、メンテナンス業他

 　　 ②被結合企業

              名称　　　　マトバ株式会社（連結子会社）

 　　　 事業の内容　清掃、警備保障、廃棄物再生及び処理業他

              名称　　　　イズミ総合サービス株式会社（連結子会社）

 　　　 事業の内容　集配金代行、売上金等精査業他

 　（2）企業結合の法的形式

 　　　日泉総合管理株式会社を存続会社、マトバ株式会社及びイズミ総合サービス株式会社を消滅会社とする吸収合

併

 　（3）企業結合後の名称

 　　　株式会社カンソー

 　（4）取引の目的を含む取引の概要

 　　　日泉総合管理株式会社及びマトバ株式会社並びにイズミ総合サービス株式会社の連結子会社３社を合併する

ことにより、それぞれの機能を一体化させ、経営の合理化を図り、イズミヤグループの経営の効率化に資する

ために、平成19年３月１日に合併しました。

　２.　実施した会計処理の概要

　　　上記合併は、共通支配下の取引に該当し、内部取引としてすべて消去しております。したがって、当該会計処理が

連結財務諸表に与える影響はありません。

　 当連結会計年度（自平成20年３月１日　至平成21年２月28日）

１.　結合当事企業または対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並び

に取引の目的を含む取引の概要 

（1）結合当事企業または対象となった事業の名称及びその事業の内容　

　①結合企業

　提出会社は、惣菜事業部門の会社分割方針を決定し、平成20年３月１日を期日として分社型吸収分割により

連結子会社である大阪デリカ株式会社に惣菜事業を継承いたしました。

（2）企業結合の法的形式

 当社を分割会社とし、大阪デリカ株式会社を継承会社とする吸収分割　

（3）企業結合後の名称

株式会社デリカ・アイフーズ　

（4）取引の目的を含む取引の概要

　当社の中期経営計画における重点施策として惣菜事業の製造・仕入・販売を一体化することにより、経営

の合理化を図り、各々の利益を最大化し、イズミヤグループ経営に貢献するために行うものであります。

　２.　実施した会計処理の概要

　上記合併は、共通支配下の取引に該当し、内部取引としてすべて消去しております。したがって、当該会計処理

が連結財務諸表に与える影響はありません。
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（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１株当たり純資産額 1,246円47銭 1,282円67銭

１株当たり当期純利益金額 23円16銭 11 円50銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金
額

23円15銭
　潜在株式が存在しないため記載して
おりません。　

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 2,010 965

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,010 965

期中平均株式数（株） 86,825,349 83,956,356

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 36,914 －

（うち自己株式取得方式によるストッ

クオプション）
(36,914) －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

────── ──────

（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 　　　　　　　　　──────  　　　　　　　　　──────
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

イズミヤ株式会社 第３回無担保社債 Ｈ15.6.26
280

(160)

120

(120)
0.3 無担保 Ｈ21.6.26

イズミヤ株式会社  第５回無担保社債 Ｈ19.3.30 
2,500

－

2,500

－
1.6  無担保 Ｈ24.3.30 

イズミヤ株式会社 第６回無担保社債 Ｈ19.7.31 
2,000

－

2,000

－
1.8  無担保 Ｈ24.7．31

イズミヤ株式会社 第７回無担保社債 　 Ｈ20.7.31
－

－

3,600

－
1.6 無担保　 Ｈ25.7.31

イズミヤ株式会社 第８回無担保社債 　 Ｈ20.7.31
－

－

1,000

－
1.6 　無担保 Ｈ25.7.31

イズミヤ株式会社　 第９回無担保社債 　 Ｈ20.9.30　
－

－

3,000

－
1.5 　無担保 Ｈ25.9.30

株式会社テンファッションズ 第２回無担保社債 Ｈ18.12.29
67

(33)

34

(34)
1.3 無担保 Ｈ21.12.30

株式会社メルシーサービス 第５回無担保社債 Ｈ17.7.29
25

(25)

－

－
0.4 無担保 Ｈ20.7.29

株式会社メルシーサービス 第５回無担保社債 Ｈ18.5.1
50

(33)

17

(17)
1.2 無担保 Ｈ21.5.１

株式会社カンソー

 
第１回無担保社債 Ｈ19.1.31

480

(120)

－

－
1.3 無担保 Ｈ24.１.31

株式会社はやし　 第１回無担保社債　 Ｈ16.6.25　
－

－

300

(300)
1.2 無担保 Ｈ21.6.25　

合計 － －
5,402

(371)

12,571

(471)
－ － －

　（注）１．当期末残高の（　）は１年内に償還が予定される金額を内書きしております。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

471 － － 4,500 7,600

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 11,824 14,390 1.39 －

１年以内に返済予定の長期借入金 28,859 24,377 1.45 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 52,874 42,958 1.46 平成22年～28年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）　 － － － －　

その他の有利子負債

（コマーシャル・ペーパー）
5,500 5,500 0.45 －

合計 99,058 87,225 － －

　（注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のと

おりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

合計
（百万円）

長期借入金 15,359 15,641 10,110 1,776 42,886

リース債務　 － － － － －

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成20年２月29日）
当事業年度

（平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   5,012   6,151  
２．受取手形   2   －  

３．売掛金 ※２  6,680   6,544  
４．商品   20,811   19,590  
５．貯蔵品   57   61  
６．前払費用   1,323   1,391  
７．短期貸付金   86   55  
８．未収入金   2,610   3,570  
９．繰延税金資産   1,036   1,080  
10．その他   1,564   227  
11．貸倒引当金   △8   △8  
流動資産合計   39,176 17.0  38,664 17.2

Ⅱ　固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物 ※１ 142,914   144,473   

減価償却累計額  88,999 53,915  92,312 52,160  
２．構築物 ※３ 8,794   8,857   

減価償却累計額  6,925 1,868  7,134 1,723  
３．機械及び装置  1,259   1,224   

減価償却累計額  1,042 216  1,036 188  
４．車輛及び運搬具  8   8   

減価償却累計額  8 0  8 0  
５．器具及び備品  14,442   14,100   

減価償却累計額  12,911 1,531  12,745 1,355  
６．土地 ※１  83,498   81,401  
７．建設仮勘定   658   140  
有形固定資産合計   141,689 61.6  136,969 61.0

(2）無形固定資産        

１．借地権   7,582   7,930  
２．商標権   1   0  
３．その他   1,449   1,336  
無形固定資産合計   9,033 3.9  9,267 4.1

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   1,848   2,026  
２．関係会社株式   6,703   7,608  
３．出資金   0   0  
４．敷金及び保証金 　  27,370   28,010  
５．長期前払費用   2,271   1,453  
６．繰延税金資産   1,741   270  
７．その他   987   993  
８．貸倒引当金   △649   △838  

投資その他の資産合計   40,274 17.5  39,525 17.6

固定資産合計   190,997 83.0  185,763 82.7

Ⅲ　繰延資産        

１．社債発行費   39   72  

繰延資産合計   39 0.0  72 0.0

資産合計   230,214 100.0  224,500 100.0
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前事業年度

（平成20年２月29日）
当事業年度

（平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形   5,844   5,489  
２．買掛金   14,588   16,371  
３．短期借入金 ※２  13,656   17,106  
４．１年以内返済予定長期
借入金

  24,445   18,043  

５．コマーシャルペーパー   5,500   5,500  
６．１年内償還社債   160   120  
７．未払金   796   431  
８．未払法人税等   668   364  
９．未払消費税等   396   461  
10．未払費用   4,529   4,828  
11．前受金   607   587  
12．預り金   1,464   1,196  
13．前受収益   1   4  
14．賞与引当金   892   853  
15．設備関係等支払手形   1,052   1,378  
16．ポイントカード引当金　   880   956  
17．商品券回収損失引当金   －   147  
18. その他   1,208   1,163  
流動負債合計   76,691 33.3  75,004 33.4

Ⅱ　固定負債        

１．社債   4,620   12,100  
２．長期借入金   41,512   33,769  
３．債務保証損失引当金   91   40  
４．預り保証金   6,629   6,332  
５．その他   423   258  

固定負債合計   53,275 23.2  52,500 23.4

負債合計   129,966 56.5  127,504 56.8
（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  39,066 17.0  39,066 17.4
２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 31,069   31,069   

(2）その他資本剰余金 　 15,997   14,911   

    資本金及び資本準備
金減少差益

　 16,000   14,914   

    自己株式処分差損 　 △2   △2   

資本剰余金合計 　  47,066 20.4  45,981 20.5
３．利益剰余金 　       

(1）その他利益剰余金 　       

　　圧縮記帳積立金 　 3,719   3,668   

　　繰越利益剰余金 　 11,441   10,811   

利益剰余金合計 　  15,160 6.6  14,479 6.4
４．自己株式 　  △1,149 △0.5  △2,546 △1.1
株主資本合計 　  100,144 43.5  96,980 43.2

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  103 0.0  15 0.0

評価・換算差額等合計 　  103 0.0  15 0.0

純資産合計 　  100,247 43.5  96,996 43.2

負債純資産合計 　  230,214 100.0  224,500 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１．売上高
※１
※２

 329,505 100.0  326,933 100.0

Ⅱ　売上原価 ※１       

１．商品及び商品不動産
期首たな卸高

 21,028   20,811   

２．当期商品仕入高 ※３ 248,926   248,431   

３．他勘定受入高 ※４ 90   76   

４．商品及び商品不動産
期末たな卸高

 20,811 249,233 75.6 19,590 249,729 76.4

売上総利益 ※１  80,271 24.4  77,204 23.6

Ⅲ　営業収入        

１．不動産賃貸収入  7,767   7,655   

２．その他の営業収入  2,598 10,365 3.1 2,593 10,249 3.1

営業総利益   90,636 27.5  87,453 26.7

Ⅳ　販売費及び一般管理費        

１．宣伝装飾費  5,787   5,887   

２．包装・配送運搬費  1,636   1,715   

３．警備・清掃・保守管理
費

 8,830   7,982   

４．従業員給料手当  28,009   25,426   

５．賞与  2,202   2,159   

６．賞与引当金繰入額  892   853   

７．退職給付費用  603   856   

８．水道光熱費  5,350   5,672   

９．地代家賃・リース料  15,153   15,326   

10．減価償却費  4,928   5,407   

11．その他  13,674 87,069 26.4 13,404 84,691 25.9

営業利益   3,567 1.1  2,761 0.8

Ⅴ　営業外収益        

１．受取利息  35   29   

２．受取地代家賃 ※５ 70   55   

３．受取配当金 ※５ 381   380   

４．雑収入  321 808 0.2 351 818 0.3

Ⅵ　営業外費用        

１．支払利息  1,032   1,036   

２．社債利息  114   139   

３．社債発行費償却  6   14   

４．雑損失  232 1,385 0.4 213 1,404 0.4

経常利益   2,990 0.9  2,174 0.7
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前事業年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅶ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※７　 －   736   

２．投資有価証券売却益  1,132   －   

３．貸倒引当金戻入益  196   －   

４．その他  1 1,329 0.4 51 787 0.2

Ⅷ　特別損失        

１．固定資産減損損失 ※８ 362   609   

２．固定資産除却損 ※６ 280   197   

３. 貸倒引当金繰入額  －   189   

４．商品券回収損失引当金
繰入額

 －   138   

５．固定資産売却損 ※９ 46   60   

６．その他  323 1,013 0.3 332 1,527 0.5

税引前当期純利益   3,306 1.0  1,435 0.4

法人税、住民税及び事業
税

 671   △391   

法人税等調整額  894 1,566 0.5 1,487 1,096 0.3

当期純利益   1,739 0.5  338 0.1
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

その他利益剰余金
利益剰余
金合計圧縮記帳

積立金
繰越利益
剰余金

平成19年２月28日　残高
（百万円）

39,066 31,069 15,980 47,050 3,770 10,693 14,463 △295 100,284

事業年度中の変動額          

剰余金の配当（百万円）      △1,042 △1,042  △1,042

積立金の取崩（百万円）     △50 50 －  －

当期純利益（百万円）      1,739 1,739  1,739

自己株式の取得（百万円）        △1,027 △1,027

自己株式の処分（百万円）   16 16    172 189

株主資本以外の項目の当事業
年度中の変動額（純額）　（百
万円）

         

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 16 16 △50 748 697 △854 △140

平成20年２月29日　残高
（百万円）

39,066 31,069 15,997 47,066 3,719 11,441 15,160 △1,149 100,144

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年２月28日　残高
（百万円）

420 420 100,705

事業年度中の変動額    

剰余金の配当（百万円）   △1,042

積立金の取崩（百万円）   －

当期純利益（百万円）   1,739

自己株式の取得（百万円）   △1,027

自己株式の処分（百万円）   189

株主資本以外の項目の当事業
年度中の変動額（純額）（百
万円）

△317 △317 △317

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△317 △317 △457

平成20年２月29日　残高
（百万円）

103 103 100,247

当事業年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

その他利益剰余金
利益剰余
金合計圧縮記帳

積立金
繰越利益
剰余金

平成20年２月29日　残高
（百万円）

39,066 31,069 15,997 47,066 3,719 11,441 15,160 △1,149 100,144

事業年度中の変動額          

剰余金の配当      △1,020 △1,020  △1,020

積立金の取崩     △50 50 －  －

当期純利益      338 338  338
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

その他利益剰余金
利益剰余
金合計圧縮記帳

積立金
繰越利益
剰余金

自己株式の取得        △2,483 △2,483

自己株式の処分   0 0    0 1

自己株式の消却   △1,085 △1,085    1,085 －

株主資本以外の項目の当事業
年度中の変動額（純額）　

         

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － △1,085 △1,085 △50 △630 △681 △1,397 △3,163

平成21年２月28日　残高
（百万円）

39,066 31,069 14,911 45,981 3,668 10,811 14,479 △2,546 96,980

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成20年２月29日　残高
（百万円）

103 103 100,247

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △1,020

積立金の取崩   －

当期純利益   338

自己株式の取得   △2,483

自己株式の処分   1

自己株式の消却   －

株主資本以外の項目の当事業
年度中の変動額（純額）

△87 △87 △87

事業年度中の変動額合計
　

△87 △87 △3,251

平成21年２月28日　残高
　

15 15 96,996
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

　決算日前１ヶ月間の市場価格等の平

均に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 デリバティブ

時価法

デリバティブ

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

  

商品

貯蔵品

売価還元法による原価法

最終仕入原価法による原価法

同左

同左

３．固定資産の減価償却の方

法

  

有形固定資産 　建物（建物附属設備を除く）は定額法、

その他の有形固定資産については定率法

によっております。なお、主な耐用年数は

以下のとおりであります。

建物　34年～39年

同左

　 　 （追加情報）　

　 　

　

　法人税法の改正((所得税法等の一部を改正

する法律　平成19年3月30日　法律第6号)及び

(法人税法施行令の一部を改正する政令　平

成19年3月30日　政令第83号))に伴い、平成19

年3月31日以前に取得した有形固定資産につ

いては、改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により、取得価額の5％に到達

した年度の翌事業年度より、取得価額の5％

相当額と備忘価額との差額を5年間にわたり

均等償却し、減価償却費に含めて計上してお

ります。 

　この結果、従来の方法に比べ、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ603

百万円減少しております。

無形固定資産 定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。

同左

長期前払費用 均等額償却 同左

少額減価償却資産 　取得額が10万円以上20万円未満の資産に

ついては、３年均等償却をおこなっており

ます。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

４．繰延資産の処理方法   

社債発行費 　償還期間にわたり均等償却しておりま

す。

                同左

５．引当金の計上基準   

貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に備えるため、一

般債権については、貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込み額

を計上しております。

同左

賞与引当金 　従業員の賞与の支払に備えるため、当期

に対応する額を計上しております。

同左

役員賞与引当金 　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込

み額を計上しております。 

　                同左

退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当期末

における退職給付債務及び年金資産の見

込み額に基づき計上しております。数理計

算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（15年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。

同左

債務保証損失引当金 　子会社に対する債務保証に関して生じる

損失に備えるもので、相手先の財政状態等

を勘案して個別的に設定した損失見積額

を計上しております。

同左

ポイントカード引当

金　

　ポイントカード制度に基づき、顧客へ付

与したポイントの利用に備えるため、当期

末において将来利用されると見込まれる

額を計上しております。

同左　

商品券回収損失引当

金　

　　　　　 ────── 　商品券が負債計上中止後に回収された場

合に発生する損失に備えるため、過去の実

績に基づく将来の回収見込み額を計上し

ております。　

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

７．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

  

消費税及び地方消費

税の会計処理方法

イ　消費税等の会計処理方法

　税抜方式を採用しております。

イ　消費税等の会計処理方法

同左

連結納税制度の適用 ロ　連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

ロ　連結納税制度の適用

　　　　　　　同左

EDINET提出書類

イズミヤ株式会社(E03047)

有価証券報告書

68/86



重要な会計方針の変更

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

（固定資産の減価償却方法の変更）　 　　　　　　　　　　──────

　当事業年度より、法人税法の改正（（所得税法等の一部

を改正する法律　平成19年３月30日　法律第６号）および

（法人税法施行令の一部を改正する政令　平成19年３月30

日　政令第83号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しております。

　これにより、従来と同一の方法によった場合と比べ減価

償却費は57百万円増加し、営業利益、経常利益、税引前当期

純利益はそれぞれ同額減少しております。

　なお、当該処理の変更が下期に行なわれたのは、システム

対応作業が当下期に完了したことによるものであります。

従って、当中間会計期間は当事業年度と同様の方法を採用

した場合に比べ、減価償却費は10百万円減少し、営業利益、

経常利益、税引前中間純利益はそれぞれ同額増加しており

ます。

　

　　　　　　　　────── （長期未回収商品券に係る会計処理）　

　 　当事業年度より、「租税特別措置法上の準備金及び特別

法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に

関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保

証実務委員会報告第42号　平成19年4月13日）が公表され

たことに伴い、 従来、未回収の商品券について、債務履行

の可能性を考慮して一定の期間が経過したものについて

は、負債計上を中止し、その発行価額を営業外収益に計上

しておりましたが、当該商品券が負債計上中止後に回収さ

れた場合に発生する損失に備えるため、過去の実績に基づ

く将来の回収見込額を商品券回収損失引当金として計上

しております。　

　この結果、従来の方法に比べ、経常利益は9百万円減少し、

税引前当期純利益は147百万円減少しております。  
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成20年２月29日）

当事業年度
（平成21年２月28日）

※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産

科目
帳簿価額
(百万円) 内容

建物 7,314 銀行取引、手形債務、小切
手債務等に対する担保並
びに長期借入金229百万
円に対する担保に供して
おります。

土地 7,602

計 14,916 －

科目
帳簿価額
(百万円) 内容

建物 7,008 銀行取引、手形債務、小切
手債務等に対する担保並
びに長期借入金203百万
円に対する担保に供して
おります。

土地 7,602

計 14,610 －

※２．関係会社に係る注記 ※２．関係会社に係る注記

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。

　関係会社に対するものは次のとおりであります。

 百万円

売掛金 5,232

短期借入金 4,356

 百万円

売掛金 5,130

短期借入金 6,006

※３．過年度に取得した資産のうち国庫補助金等による

圧縮記帳額は構築物16百万円であり、貸借対照表計上

額はこの圧縮記帳額を控除しております。

※３．過年度に取得した資産のうち国庫補助金等による

圧縮記帳額は構築物16百万円であり、貸借対照表計上

額はこの圧縮記帳額を控除しております。

　４．偶発債務 　４．偶発債務

被保証人
保証金額
（百万円）

保証先

㈱サン・ロジ
サービス

1,100 農林中央金庫に対する債
務保証

㈱サン・ロジ
サービス

500 三井住友銀行に対する債
務保証

計 1,600 －

　上記の他、貸借対照表に計上した差入保証金のほか、

債権譲渡契約に基づく債権流動化を行っております。

差入保証金譲渡残高は、1,814百万円であります。

被保証人
保証金額
（百万円）

保証先

㈱サン・ロジ
サービス

1,025 農林中央金庫に対する債
務保証

㈱サン・ロジ
サービス

400 ㈱三井住友銀行に対する
債務保証

計 1,425 －

　上記の他、貸借対照表に計上した差入保証金のほか、

債権譲渡契約に基づく債権流動化を行っております。

差入保証金譲渡残高は、896百万円であります。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

※１．売上仕入（いわゆる消化仕入）契約に基づき販売

した商品に係わるものを次のとおり含めて表示して

おります。

※１．売上仕入（いわゆる消化仕入）契約に基づき販売

した商品に係わるものを次のとおり含めて表示して

おります。

売上高       24,806百万円

売上原価       22,243百万円

売上総利益        2,563百万円

売上高       43,389百万円

売上原価      37,355百万円

売上総利益       6,033百万円

※２．売上高には商品供給高13,258百万円が含まれており

ます。

※２．売上高には商品供給高13,013百万円が含まれており

ます。

※３．当期商品仕入高には関係会社からの仕入高 27,946

百万円が含まれております。

※３．当期商品仕入高には関係会社からの仕入高31,594百

万円が含まれております。

※４．他勘定受入高は、ポイントカード引当金等を90百万

円繰入れたものであります。

※４．他勘定受入高は、ポイントカード引当金等を76百万

円繰入れたものであります。

※５．営業外収益には関係会社に係る収益が下記のとお

り含まれております。受取地代家賃9百万円、受取配当

金336百万円。

※５．営業外収益には関係会社に係る収益が下記のとお

り含まれております。受取地代家賃7百万円、受取配当

金348百万円。

※６．固定資産除却損の内訳は、建物228百万円、構築物6

百万円、機械及び装置3百万円、器具及び備品43百万円

であります。

※６．固定資産除却損の内訳は、建物145百万円、構築物0

百万、機械及び装置13百万円、器具及び備品37百万円、

電話加入権等0百万円、施設負担金等0百万円でありま

す。

※７．　　　　　　　────── ※７. 固定資産売却益の内訳は、建物及び構築物0百万円、

土地736百万円であります。

※８．当事業年度において、以下の資産グループにおいて

減損損失を計上いたしました。

※８．当事業年度において、以下の資産グループにおいて

減損損失を計上いたしました。

用途 種類
減損損失
（百万円）

店舗

西脇店（兵庫県西脇市）
他

　
建物及び
構築物

 

47

　 その他 315

合計 362

用途 種類
減損損失
（百万円）

店舗

今福店（大阪市城東区）
 
　
　

　
建物及び
構築物
施設負担
金等　
その他

 

102

466

40

合計 609

　キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗

を基本単位として、また、貸与資産については物件毎

にグルーピングしております。

　営業活動から生じる損益が継続してマイナスである

店舗における資産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失

に計上いたしました。 

　なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定し、

不動産鑑定評価基準に基づいた不動産鑑定士による

評価額を基準としております。

　キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗

を基本単位として、また、貸与資産については物件毎

にグルーピングしております。

　営業活動から生じる損益が継続してマイナスである

店舗における資産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失

に計上いたしました。 

　なお、回収可能価額は、正味売却価額を零として評価

しております。

※９．固定資産売却損の内訳は、建物及び構築物20百万

円、土地25百万円、器具及備品0百万円であります。

※９．固定資産売却損の内訳は、土地60百万円でありま

す。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 580 2,014 339 2,255

合計 580 2,014 339 2,255

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加2,014千株は、取締役会の決議による自己株式取得による増加2,000千

株、単元未満株式の買取りによる増加14千株であります。

　　　２．普通株式の自己株式の株式数の減少339千株は、単元未満株式の売渡しによる減少3千株、ストック・オプショ

ンの行使による減少336千株であります。　　　　　

当事業年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 2,255 4,437 2,001 4,691

合計 2,255 4,437 2,001 4,691

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加4,437千株は、取締役会の決議による自己株式取得による増加4,418千

株、単元未満株式の買取りによる増加19千株であります。

　　　２．普通株式の自己株式の株式数の減少2,001千株は、取締役の決議による自己株式消却による減少2,000千株、単元

未満株式の売渡しによる減少1千株であります。　　　　　
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
(百万円)

建物 178 168 － 9

車輌及び運搬
具

8 4 － 4

機械及び装置 9 1 － 7

器具及び備品 18,087 10,022 492 7,573

ソフト開発費 1,967 1,115 － 852

合計 20,250 11,312 492 8,446

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
(百万円)

建物 2,216 131 － 2,085

車輌及び運搬
具

8 6 － 1

機械及び装置 9 3 － 6

器具及び備品 15,538 7,961 302 7,274

ソフト開発費 1,899 1,389 － 509

合計 19,672 9,492 302 9,877

　（注）　取得価額相当額の算定は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によっておりま

す。

（注）　　　　　　　　 同左

②　未経過リース料期末残高相当額等 ②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額 

１年内      2,606百万円

１年超      6,331百万円

合計 8,937百万円

リース資産減損勘定の残高 492百万円

未経過リース料期末残高相当額 

１年内    2,670百万円

１年超      7,509百万円

合計    10,180百万円

リース資産減損勘定の残高   302百万円

　（注）　未経過リース料期末残高相当額の算定は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法に

よっております。

（注）　　　　　　　　 同左

③　支払リース料、リース資産減損損失勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損損失勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失

支払リース料      2,946百万円

リース資産減損勘定の取崩額 238百万円

減価償却費相当額 2,946百万円

減損損失 300百万円

支払リース料     2,977百万円

リース資産減損勘定の取崩額    204百万円

減価償却費相当額      2,977百万円

減損損失    14百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 5,897百万円

１年超 41,888百万円

合計 47,785百万円

１年内      6,109百万円

１年超     43,980百万円

合計 50,089百万円
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（有価証券関係）

　前事業年度（平成20年２月29日現在）及び当事業年度（平成21年２月28日現在）における子会社株式及び関連会

社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

(1）繰延税金資産の主な原因別内訳 (1）繰延税金資産の主な原因別内訳

流動の部 流動の部

賞与引当金繰入額       362百万円

ポイントカード引当金繰入額       357百万円

未払事業所税      127百万円

未払事業税     74百万円

貸倒引当金繰入超過額      3百万円

その他       113百万円

合計 1,036百万円

賞与引当金繰入額       346百万円

ポイントカード引当金繰入額     388百万円

未払事業所税        132百万円

未払事業税      45百万円

貸倒引当金繰入超過額       3百万円

その他        164百万円

合計 1,080百万円

固定の部 固定の部

固定資産減損損失 3,348百万円

商品不動産評価減 1,299百万円

退職給付引当金繰入超過額 639百万円

有価証券評価損 389百万円

貸倒引当金繰入超過額 263百万円

その他有価証券評価差額金 △70百万円

退職給付信託設定益 △479百万円

建物圧縮積立金 △960百万円

土地圧縮積立金 △1,581百万円

その他 223百万円

小計 3,071百万円

評価性引当額 △1,330百万円

合計  1,741百万円

固定資産減損損失      3,268百万円

商品不動産評価減     19百万円

退職給付引当金繰入超過額 760百万円

有価証券評価損 408百万円

貸倒引当金繰入超過額 340百万円

繰越欠損金 192百万円　　

その他有価証券評価差額金 　  △10百万円

退職給付信託設定益 　 △479百万円

建物圧縮積立金 　  △925百万円

土地圧縮積立金 　 △1,581百万円

その他   196百万円

小計      2,188百万円

評価性引当額 　 △1,918百万円

合計      270百万円

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率

との差異原因

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率

との差異原因

法定実効税率 40.6 ％

（調整）  

評価性引当額 18.5 ％

受取配当金益金不算入 △18.7％

住民税均等割 6.0％

その他 0.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.4％

法定実効税率 　　40.6％

（調整）  

評価性引当額 　　41.0％

受取配当金益金不算入 　　△10.0％

住民税均等割 　 12.8％

その他 　 △8.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 　　76.4％
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１株当たり純資産額           1,178円88銭            1,203円43銭

１株当たり当期純利益金額 20円04銭   4円04銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 20円03銭
　潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

　（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

 
前事業年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 1,739 338

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,739 338

期中平均株式数（株） 86,825,349 83,956,356

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 36,914 －

（うち自己株式取得方式によるストック

オプション）
(36,914) －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

────── ──────

（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 ──────  ──────
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を　省

略しております。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高
（百万円）

有形固定資産        

建物 142,914 2,234
675
(99)

144,473 92,312 3,840 52,160

構築物 8,794 80
17
(2)

8,857 7,134 220 1,723

機械及び装置 1,259 29
63
(2)

1,224 1,036 43 188

車輌及び運搬具 8 － － 8 8 0 0

器具及び備品 14,442 355
697
(22)

14,100 12,745 475 1,355

土地 83,498 36 2,133 81,401 － － 81,401

建設仮勘定 658 3,017 3,536 140 － － 140

有形固定資産計 251,577 5,753
7,123

(127)
250,207 113,237 4,579 136,969

無形固定資産        

借地権 7,582 360 11 7,930 － － 7,930

商標権 10 － 6 3 3 0 0

水利権 7 － 0 7 7 0 0

電信電話施設利用権 13 － 2 11 4 0 6

電気ガス供給施設利用権 21 － 8 13 4 1 8

電話加入権 83 －
1

(0)
81 － － 81

水道施設利用権 86 76
0

(0)
162 49 10 112

ソフト開発費 2,564 341 418 2,487 1,360 517 1,127

無形固定資産計 10,370 778
450
(0)

10,698 1,430 531 9,267

長期前払費用 3,486 102
788

(466)
2,799 1,346 296 1,453

繰延資産        

社債発行費 46 47 － 93 21 14 72

繰延資産計 46 47 － 93 21 14 72

　（注）１.「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２．当期増加額及び減少額のうち主なものは次のとおりであります。

　　　　　　イ．建物 　 　

　　　　　　　　西宮ガーデンズ店 　取得 　1,356百万円

　　　　　　ロ．借地権 　 　

　　　　　　　　紀伊川辺店 　取得 　360百万円

　　　　　　ハ．土地 　 　

　　　　　　　　八幡店 　売却 　2,004百万円

　　　　　　ニ．建設仮勘定 　 　

　　　　　　　　上記各設備等の取得に係るもの等であります。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

賞与引当金 892 853 892 － 853

貸倒引当金 657 189 － － 846

ポイントカード引当金 880 76 － － 956

商品券回収損失引当金 － 147 － － 147

債務保証損失引当金 91 － － 51 40

　（注）債務保証損失引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替による取崩額であります。

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

(ア）現金及び預金

種別 金額（百万円）

現金 2,542

預金の種類  

当座預金（㈱三井住友銀行他） 2,351

通知預金（㈱三井住友銀行他） 1,257

小計 3,608

合計 6,151

(イ）売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

イズミヤカード㈱ 4,471

三井住友カード㈱ 401

㈱ジェーシービー 341

㈱はやし 329

カナート㈱ 296

その他 704

計 6,544

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期末残高

（百万円）

当期発生高

（百万円）

当期回収高

（百万円）

当期末残高

（百万円）
回収率（％） 滞留期間（日）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
Ｃ

─────
Ａ ＋ Ｂ

×100
(Ａ＋Ｄ) ÷ ２
────────
Ｂ ÷ 365

6,680 242,060 242,196 6,544 97.37 9.97

（注）当期発生高には消費税等が含まれております。

　

（ウ）商品　

内訳 金額（百万円） 比率（％）

衣料品 7,042 35.95

食料品 2,442 12.47

住居関連品 10,105 51.58

計 19,590 100.00

(エ)貯蔵品
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内訳 金額（百万円）

包装用資材 46

制服 10

切手・葉書・収入印紙等 5

計 61

②　固定資産

(ア）敷金及び保証金

相手先別内訳 金額（百万円）

小山都市開発㈱(小山店 敷金及び保証金) 3,460

㈱関西都市居住サービス（和泉中央店他　敷金及び保証金) 3,251

㈱特殊金属エクセル(板橋店 敷金及び保証金) 2,870

三井住友ファイナンス＆リース㈱（八幡店他　敷金及び保証

金）
2,269

住商アーバン開発㈱（西岸和田店　敷金及び保証金） 2,148

その他 14,010

計 28,010

③　流動負債

(ア）支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

梶原産業㈱ 268

㈱あらた 164

タキヒョー㈱ 140

コマ・ホームファッション㈱ 125

ニッケン文具㈱ 121

その他 4,668

計 5,489

期日別内訳

月別 平成21年３月 ４月 ５月 計

金額（百万円） 3,393 2,096 － 5,489

(イ）買掛金

相手先 金額（百万円）

伊藤忠食品㈱ 775

ケイ低温フーズ㈱ 729

㈱デリカ・アイフーズ 724

加藤産業㈱ 507

㈱パルタックＫＳ 455

その他 13,179

計 16,371

(ウ）短期借入金
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相手先 金額（百万円）

㈱三井住友銀行 6,100

農林中央金庫 5,000

その他 6,006

合計 17,106

(エ）1年以内返済予定長期借入金

相手先　 金額（百万円）　

　中央三井信託銀行㈱ 6,000

　農林中央金庫 4,242

　その他 7,801

　 18,043

④　固定負債

(ア）社債

銘柄　 当期末残高（百万円）
償還期限

（平成　年　月　日）　

　第5回無担保社債 2,500 　24.3.30

　第6回無担保社債 2,000 　24.7.31

　第7回無担保社債 3,600 　25.7.31

　第8回無担保社債 1,000 　25.7.31

　第9回無担保社債 3,000 　25.9.30

合計 12,100 　―

(イ）長期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱三井住友銀行 11,750

㈱りそな銀行 9,200

農林中央金庫 4,542

その他 8,277

合計 33,769

（３）【その他】

①　決算日後の状況

　該当事項はありません。

②　訴訟

　営業その他に関し、重要な訴訟はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

株券の種類　 －　

剰余金の配当の基準日
８月31日

２月末日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え　

取扱場所　

株主名簿管理人　

取次所　

名義書換手数料　

新株券交付手数料　

　

－

－

－

－

－

単元未満株式の買取り  

取扱場所
大阪市中央区北浜２丁目２番21号

中央三井信託銀行株式会社　大阪支店証券代行部

株主名簿管理人
東京都港区芝３丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所 －　

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告とする。ただし事故その他のやむを得ない事由により電子公告を

することができないときは、日本経済新聞に掲載する。

公告掲載URL  http://www.izumiya.co.jp/

株主に対する特典

株主優待制度

①　1,000株以上～5,000株未満保有株主

　　イズミヤ商品券3,000円（500円券×６枚）または自社取扱商品

②　5,000株以上保有株主　

　　イズミヤ商品券5,000円（500円券×10枚）または自社取扱商品
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、親会社等はありません。

　

　

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第80期）（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）平成20年５月22日関東財務局長に提出

(2）半期報告書

（第81期中）（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）平成20年11月25日関東財務局長に提出

(3）訂正発行登録書

平成20年5月22日関東財務局長に提出

平成20年5月20日関東財務局長に提出した発行登録書に係る訂正発行登録書であります。

平成20年11月25日関東財務局長に提出

平成20年5月22日関東財務局長に提出した発行登録書に係る訂正発行登録書であります。

(4) 自己株券買付状況報告書 

報告期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年10月31日）平成20年11月11日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年11月１日　至　平成20年11月30日）平成20年12月9日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年12月1日　至　平成20年12月31日）平成21年1月9日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成21年1月1日　至　平成21年1月31日）平成21年2月6日関東財務局長に提出

(5)自己株券買付状況報告書の訂正報告書　　　　　　　　　

平成21年2月13日関東財務局長に提出

平成21年2月6日関東財務局長に提出した（報告期間　自　平成21年1月1日　至　平成21年1月31日）自己株券買付

状況報告書に係る訂正報告書であります。

(6)有価証券報告書の訂正報告書　

平成20年５月22日関東財務局長に提出

平成19年５月24日に関東財務局長に提出した第79期有価証券報告書に係る訂正報告書であります。

(7)発行登録書　

平成20年5月20日関東財務局長に提出　

(18)発行登録取下届出書　

平成21年5月20日関東財務局長に提出　

(9)大量保有報告書　

平成21年1月21日近畿財務局長に提出　

(10)変更報告書

平成21年2月6日近畿財務局長に提出　

平成21年1月21日に近畿財務局長に提出した大量保有報告書に係る変更報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

    

イズミヤ株式会社  平成20年５月21日 

 取締役会　御中   

 新日本監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 松　山　　康　二　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 津　田　　多　聞　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 堀　　　　裕　三　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

イズミヤ株式会社の平成19年３月１日から平成20年２月29日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、イズミヤ

株式会社及び連結子会社の平成20年２月29日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別

途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

    

イズミヤ株式会社  平成21年５月20日 

 取締役会　御中   

 新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松　山　　康　二　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 津　田　　多　聞　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

イズミヤ株式会社の平成20年３月１日から平成21年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、イズミヤ

株式会社及び連結子会社の平成21年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別

途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

    

イズミヤ株式会社  平成20年５月21日 

 取締役会　御中   

 新日本監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 松　山　　康　二　  印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 津　田　　多　聞　  印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 堀　　　　裕　三　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

イズミヤ株式会社の平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第80期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、イズミヤ株式

会社の平成20年２月29日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

    

イズミヤ株式会社  平成21年５月20日 

 取締役会　御中   

 新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松　山　　康　二　  印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 津　田　　多　聞　  印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

イズミヤ株式会社の平成20年３月１日から平成21年２月28日までの第81期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、イズミヤ株式

会社の平成21年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保

管しております。
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